
 

 

 

 

 

【 産業成長戦略 】 
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Ⅰ 産業間の連携戦略 
 
 

１ 地産地消・地産外商戦略の 

展開 
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現 状
(H22)
速報

726億円

第2期計画の取り組み
H27H26H25H24

高知県産業振興計画の推進によって実現を目指す本県産業の姿

○ 農業⽣産物の⽣産・出荷における⾼付加価値化の推進
・ まとまりのある園芸産地総合⽀援（園芸⽤ハウスの流動化
促進、集出荷等施設の再編・集約化の促進）

・ 環境保全型農業のトップランナーの地位を確⽴（IPM技術
を全品⽬に普及、新施設園芸のシステム構築）

◎
事
業
化
さ
れ
た
地

◎
消
費
地
が
求
め
る

生

産

726億円

○ 加⼯仕向けの農産物の⽣産拡⼤⽀援
○ 漁業⽣産量の確保と養殖漁業の振興

○ 未利⽤原材料のマッチング⽀援
○ 直販所を販売拠点とした加⼯品開発⽀援

地
域
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

る
商
品
開
発
の
⽀
援
︵
⽣
産

産

○ 直販所を販売拠点とした加⼯品開発⽀援
○ 農業・⽔産業の6次産業化⽀援
・ 6次産業化をリードする⼈材育成
・ 地域資源の商品化に向けた⽀援
・ こうち型集落営農を通じた拠点ビジネスづくり
・ 農産物加⼯等のブラッシュアップ⽀援

○ 伝統的な⽔産加⼯業の振興
宗 節加 業 加 業 振興

の
発
展
・
拡
⼤
の
⽀
援
、

産
・
加
⼯
・
流
通
・
販
売

加

工

・ 宗⽥節加⼯業・シラス加⼯業の振興
○ 企業の設備投資への⽀援の抜本強化

○ 官⺠協働による⾼知型物流の仕組みづくり

新
た
な
事
業
化
の
⽀
援

売
ま
で
の
⼀貫
し
た
⽀
援

○ 農業の基幹流通の強化
○ 顧客と産地をつなぐ新たな受発注システムの構築
○ こだわり野菜や果実と実需者のマッチング⽀援
○ ⽔産物の⾼鮮度物流システムの構築

（時間距離を短縮する新たな物流）

援援
︶
◎
産
業
⼈
材
育
成

流

通

○ まるごと⾼知を拠点とした外商活動の強化
・ 県内事業者等との外商戦略の共有
・ 県内での仕⼊れ体制強化

○ 関⻄・中部エリアでの仲介・あっせん強化
○ ⼤型量販店との包括協定を⽣かした全国展開

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
践

販○ ⼤型量販店との包括協定を⽣かした全国展開
○ 農産物のパートナー店での販売強化
○ 新園芸ブランドによる販売強化
○ マリン・エコラベルの活⽤などによる県産⽔産物のブランド

化の推進
○ ⽔産物の買受⼈の組織化と主体的な活動の促進

販

売
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4年後の⽬標 10年後のめざす姿さらなる⾶躍
へのポイント

＜地産地消・地産外商戦略（案）＞

● 農業産出額
1000億円

● 販売⾦額が800万円
以上の漁業経営体

地域の壁を越えた
事業者の連携

A
LW

AY

以上の漁業経営体
510経営体（22％）以上

食

県外に流出してい
る加工工程が県
内で可能となる
共同利用施設の

整備

YS

地
産
地
消● 地域アクションプ

ラン等の事業化・定
着・規模拡⼤⽀援

80億円増
（既存30億円、新規50億円）

新たな⽔産加⼯業の取扱⾼
10億円増

食
料
品
製
造
業

食
料
品
製
造
業

整備

産学官連携による
技術革新

機能性成分を

消

素
10億円増 業

出
荷
額
等

業
出
荷
額
等

大規模な

機能性成分を
生かした商品開発

素
材
を
生
か
し

加
工
立
県

● プロモーション活
動（広告効果25億
円）も含めた外商活
動による全国各地で
の成約⾦額

50億円

８
０
０
億
円

１
０
０
０
億
円原材料の移輸入

大規模な
食品団地の造成

し
た

⾸都圏ほか
毎年1000件×5百万円

● 継続的に貿易に取

円原材料の移輸入
による

加工規模の拡大
（県外・海外）

県
産
品

全
国
ブ
ラり組む⾷品企業が倍

増
50社（輸出額2億円） 県外加工企業

の誘致

品
が

ラ
ン
ド
に
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第
2期

⾼
知
県
産
業
振
興
計
画
に
お
け
る
地
産
地
消
・
地
産
外
商
戦
略
の
展
開
イ
メ
ー
ジ

県
産
品
の
販
路
開
拓
・
販
売
拡
大
に
よ
る
事
業
者
・
生
産
者
の
所
得
の
向
上

地
産
地
消
の
徹
底

地
産
外
商
の
推
進

県
外
へ
の
地
産
外
商

海
外
へ
の
地
産
外
商

県
⺠
と
の
協
働

県
⺠
の

意
識
の
向
上

国

中
国

（
上

海
・

安
徽

省
）

⾹
港

、
台

湾

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

効
果
的
な
事

業
展
開

◆
商

談
会

◆
フ

ェ
ア

新
た
な
物
流
の

仕
組
の
構
築
を

⽬
指
す

⼀
般
財
団
法
⼈
⾼
知
県
地
産
外
商
公
社

◆
外

商
先

の
拡

⼤
と

産
地

訪
問

へ
の

招
へ

い
強

化
◆

ﾌﾟ
ﾛﾓ

ｰｼ
ｮﾝ

活
動

と
連

動
し

た
外

商
活

動
の

展
開

◆
新

た
な

商
品

発
掘

な
ど

仕
⼊

機
能

の
強

化
首 都 圏

県
内
飲
⾷
店

で
の

消
費
拡
⼤

県
内
量
販
店

等
で
の
販
売

拡
⼤

・ 地 域 別 の

フ
ラ

ン
ス

等
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

国
内
商
談
会

◆
フ

ェ
ア

◆
⾒

本
市

◆
個

別
訪

問 な
ど

そ
の

他

⽬
指
す

ア
ン
テ
ナ
シ
ョ
ッ
プ
ま
る
ご
と
⾼
知

◆
店

舗
を

活
⽤

し
た

試
⾷

・
商

談
会

の
充

実
◆

試
作

品
を

対
象

に
し

た
ﾃｽ

ﾄﾏ
ｰｹ

ﾃｨ
ﾝｸ

ﾞの
展

開

県
⼤

阪
事

務
所

（
B 

to
 B

の
⽀

援
）

◆
関

⻄
で

売
れ

る
商

品
づ

く
り

の
推

進
関 西圏

構
築
し
て
き
た
⼈
脈

地

◆
貿

易
実

務
に

関
す

る
⼈

材
育

成
セ

ミ
ナ

研
修

開
催

直
販
所
で
の

販
売
拡
⼤

展 開

国
内
商
談
会

◆
県

⺠
と

の
協

働
に

よ
る

地
産

地
消

促
進

◆
県

内
事

業
者

と
県

内
量

販
店

と
の

マ
チ

ン
グ

◆
試

⾷
・

商
談

会
開

催
◆

⾼
知

フ
ェ

ア

県
名

古
屋

事
務

所
（

県
産

品
の

認
知

度
向

上
⇒

B 
to

 B
へ

展
開

）
◆

業
務

筋
向

け
の

商
談

会
出

展
◆

商
談

会
（

東
京

・
関

⻄
）

へ
の

誘
導

中 部西
・

構
築
し
て
き
た
⼈
脈

・
強
み
の
あ
る
品
⽬

を
中
⼼
に
展
開

区 ご と の 外 商 戦 略 の
⇒

セ
ミ

ナ
ー

・
研

修
開

催

・
貿
易
促
進
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
よ
る
相
談
・
助
⾔

・
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
事
務
所
・
上
海
事
務
所
に
よ
る
⽀
援

◆
県

内
事

業
者

と
県

内
量

販
店

と
の

マ
ッ

チ
ン

グ
（

商
談

会
開

催
に

よ
る

販
売

拡
⼤

⽀
援

）
◆

直
販

所
を

販
売

拠
点

と
し

た
地

域
の

加
⼯

品
づ

く
り

の
⽀

援
そ の 他

３
⼤

都
市

圏
以

外
で

の
外

商
活

動
◆

量
販

店
、

コ
ン

ビ
ニ

と
の

包
括

協
定

の
活

⽤

の 展 開

タ
ー
ゲ
ッ
ト
（
県

内
・
県

外
・
海

外
／

小
売

・
卸

・
中

食
・
外

食
等

）
に
合

わ
せ
た
支

援
を
展

開

◆
加

⼯
⾷

品
の

⽣
産

管
理

の
⾼

度
化

⽀
援

（
基

本
の

徹
底

と
⾼

度
化

を
担

う
中

核
的

⼈
材

の
育

成
）

◆
⾼

質
系

ス
ー

パ
ー

と
連

携
し

た
マ

ー
ケ

ッ
ト

イ
ン

型
の

商
品

開
発

◆
加

⼯
⽤

原
料

と
し

て
活

⽤
で

き
る

⼀
次

産
品

の
⽣

産
者

と
加

⼯
業

者
と

の
マ

ッ
チ

ン
グ

と
加

⼯
業

者
間

連
携

に
よ

る
⼤

規
模

加
⼯

の
仕

組
み

づ
く

り
◆

加
⼯

や
機

械
設

備
の

製
造

な
ど

を
で

き
る

だ
け

県
内

で
⾏

う
「

メ
イ

ド
・

イ
ン

⾼
知

」
の

促
進

食
品

加
工

の
推

進

魅
⼒
あ
る
商
品
の
開
発

商
品
の
磨
き
上
げ
（
商
品
の
改
良
）

外
商
活
動
等
に
よ
る
バ
イ
ヤ
ー
・
消
費
者
等
の

商
品
評
価
を
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

◆
加

⼯
や

機
械

設
備

の
製

造
な

ど
を

で
き

る
だ

け
県

内
で

⾏
う

「
メ

イ
ド

・
イ

ン
⾼

知
」

の
促

進

県
内

事
業

者
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産業成長戦略の概要（地産地消・地産外商戦略） 

 

高知県は、地元ならではのおいしい食べ物が多いところとして全国トップクラスの評価を得ていま

す。また、気候が温暖で日照時間や年間降水量もともに全国で1､2位を争うなど、太平洋に開かれた

気候風土からもたらされる多彩な農畜産物や海産物、それらの優れた産品を加工した食品があります。 

こうした「食」の強みを最大限に生かすため、まずは「地産地消」を徹底することで、県内産業の

力を強めていきます。特に、県民運動としての盛り上がりを促進するため、県民の皆様と協働して「地

産地消」の推進に向けた取り組みを進めるほか、県内事業者と県内量販店とのマッチングを促進して

いきます。 

 

一方で、本県では、平成 2 年から、全国に 15 年先行して人口が自然減少しており、県内市場はど

んどん縮小しています。こうした状況に打ち勝っていくためには、より活力ある県外市場にモノを売

って、「外貨」を稼ぐ「地産外商」の施策を展開していくことが重要です。 

 具体的には、地産外商戦略の推進母体として官民協働で設立した一般財団法人高知県地産外商公社

が運営するアンテナショップ「まるごと高知」を首都圏における拠点として、高知フェアや展示・商

談会等の外商機会を確保していくとともに、小売業や卸業、飲食店等のバイヤーを訪問して積極的な

外商活動を展開していきます。また、大消費地から遠く離れているという地理的なハンディを克服す

るため、新たな物流の仕組みの構築を目指します。 

 関西地区や中部地区では、大阪事務所、名古屋事務所が中心となって、公社と連携しながら、外商

活動を進めます。 

 こうした外商活動で得た情報などを県内事業者の皆様にタイムリーにフィードバックし、新たな商

品の開発や商品の磨き上げにつなげていきます。 

 さらに、海外の巨大市場の開拓を目指す事業者に対しては、シンガポール事務所、上海事務所と高

知県貿易協会内の貿易促進コーディネーターとが一体となり、ジェトロ（日本貿易振興機構）とも協

力しながら支援を行います。 

 特に、本県が圧倒的に優位に立つ品目であるユズを中心に東南アジアでの販路開拓を推進するとと

もに、今後、各企業で貿易関連業務を担う人材の育成を進めていきます。 

  

こうした地産地消・地産外商戦略を効果的に進めるためには、加工し、付加価値を付けた売れる商

品づくりが欠かせません。 

 そのために、消費地から求められる食品の生産管理や食品表示の適正化という基本を徹底する取り

組みを継続的に進めるとともに、首都圏のパートナー店と連携して消費地のニーズに対応した商品づ

くりの仕組みを構築していきます。 

 また、これまで市場流通の規格に合わないといった理由などで活用されなかった一次産品について

も、加工用原料のニーズとのマッチングにより、その活用を図ります。 

 一方で、付加価値を高めるための食品加工や加工機械の製造などの工程が県外で行われ、その効果

が県外に流出しているという事例もあることから、県内でできるものは、できるだけ県内で行う「も

のづくりの地産地消」を進めるため、「ものづくり地産地消センター」と連携し、加工事業者や生産

者と製造業者との互いのニーズのマッチングを行うとともに、新たな商品の開発や商品の磨き上げな

どの民間事業者の取り組みを支援していきます。 
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Ⅰ 産業間の連携戦略 
 
 

１ 地産地消・地産外商戦略の 

展開 

 
（１）地産地消 
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地
産
地
消
の
展
開

●
県
⺠
と
の
協
働
に
よ
る
地
産
地
消

の
促
進地
産
地
消
の
推
進

付
加
価
値
を
⽣
み
出
す

⾜
下
を
固
め
、
す
そ
野
を
広
げ
る

販
路
開
拓
・
販
売
拡
⼤

売
り
場
の
確
保

地
域
資
源

直
販
所
の
販
売
拡
⼤

の
促
進

●
「
お
い
し
い
⾵
⼟
こ
う
ち
サ
ポ
ー

タ
ー
」
相
互
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構

築 ●
地
産
地
消
に
取
組
む
飲
⾷
店
等
と

⽣
産
者

消
費
者
等
と
の
交
流
の
場

○
地
域
資
源
の
掘
り
起
こ
し

・
隠
れ
た
資
源
、
伝
統
的
加
⼯
品
等
の
情
報
共
有

・
直
販
所
を
販
売
拠
点
と
し
た
地
域
の
加
⼯
品
づ
く
り

・
集
落
営
農
、
拠
点
ビ
ジ
ネ
ス
⽀
援

○
直
販
所
を
地
域
活
性
化
の
拠
点
と
し
て
⽀
援

・
安
全
安
⼼
に
向
け
た
意
識
向
上
の
徹
底

・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣
に
よ
る
魅
せ
る
店
づ
く
り

・
地
域
⾷
材
が
地
域
内
で
循
環
す
る
仕
組
み
づ
く
り

・
地
域
の
素
材
や
加
⼯
品
等
の
販
売
拠
点

⽣
産
者
、
消
費
者
等
と
の
交
流
の
場

づ
く
り

●
「
⼟
佐
の
料
理
伝
承
⼈
」
に
よ
る

⾷
⽂
化
の
継
承

●
県
産
品
の
愛
⽤

●
⾷
育
の
推
進

○
消
費
者
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
商
品
開
発
⽀
援

・
産
業
振
興
推
進
総
合
⽀
援
事
業
費
補
助
⾦
に
よ
る
⽀
援

・
産
業
振
興
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣

マ
ー
ケ
ッ
ト
イ
ン
の
商
品
づ
く
り

県
内
量
販
店
等
で
の
販
売
拡
⼤

○
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
機
会
の
創
出
に
よ
る

販
売
強
化

県
内
量
販
店
と
の
ネ
ッ
ト
ワ

ク
の
構
築

●
⾷
育
の
推
進

・
産
業
振
興
ア
ド
バ
イ
ザ

の
派
遣

・
テ
ス
ト
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
(商
品
磨
き
上
げ
・
フ
ィ
ー
ド

バ
ッ
ク
)

・
商
品
開
発
・
発
掘
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
活
⽤

・
⾷
品
流
通
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
活
⽤

・
県
内
量
販
店
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

・
県
内
バ
イ
ヤ
ー
を
招
聘
し
た
商
談
会
の
開
催

・
県
内
量
販
店
で
の
地
産
地
消
コ
ー
ナ
ー
の
設
置
促
進

・
市
町
村
ア
ン
テ
ナ
シ
ョ
ッ
プ
等
で
の
販
売
促
進

・
業
務
筋
(中
⾷
・
外
⾷
)へ
の
販
売
強
化

・
「
も
の
づ
く
り
地
産
地
消
セ
ン
タ
ー
」
と
連
携
し
た

県
⺠
の
意
識
向
上

○
県
内
で
付
加
価
値
を
⽣
み
出
す
仕
組
み
づ
く
り

・
「
も
の
づ
く
り
地
産
地
消
セ
ン
タ
ー
」
と
連
携
し
た
⽀
援

・
加
⼯
⾷
品
の
⽣
産
管
理
の
⾼
度
化
⽀
援

・
加
⼯
機
械
の
開
発
、
施
設
整
備
の
⽀
援

も
の
づ
く
り
の
地
産
地
消

マ
ッ
チ
ン
グ
機
会
の
創
出

カ
タ
ロ
グ
販
売

○
結
婚
式
等
の
引
き
出
物
⽤
の
「
地
産
地
消
カ

タ
ロ
グ
」
の
作
成

「
地
産
地
消
」
の
徹
底

加
⼯
機
械
の
開
発
、
施
設
整
備
の
⽀
援

○
産
業
や
地
域
を
⽀
え
る
⼈
材
育
成
の
⽀
援

・
商
⼈
塾

⼈
材
育
成

タ
ロ
グ
」
の
作
成

・
県
産
品
の
新
し
い
販
路
と
し
て
県
内
加
⼯
品
等
の
地

産
地
消
を
促
進

⾷
育
の
推
進

○
⾷
育
に
よ
る
⽣
産

消
費
双
⽅

・
農
業
創
造
セ
ミ
ナ
ー

・
⼯
業
技
術
セ
ン
タ
ー
の
活
⽤

○
⾷
育
に
よ
る
⽣
産
、
消
費
双
⽅

の
育
成

・
学
校
給
⾷
へ
の
地
場
産
物
の
利
⽤
拡
⼤
等

県
産
品
の
販
路
開
拓
・
販
売
拡
⼤
に
よ
る
事
業
者
・
⽣
産
者
の
所
得
向
上
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連携テーマ【地産地消】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

◆地産地消については、
県民の約9割が認知して
おり、自ら取り組むｻﾎﾟｰ
ﾀｰ数が558社（人）になる
など、県民生活に定着し
つつあるが、行動には十
分結びついていない

◆◎「野菜で元気店」の取組
を拡充した飲食店等との交流
の場を強化し、県産食材の消
費拡大活動への支援

◆◎高知の食文化を継承す
る人材の発掘及び活用

・直販所マップやのぼりを
作成し、運営しているサ
ポーター関連施設に設置
◆サポーター登録数が増
加し、地産地消を推進す
ることができた

◆サポーターの登録数は
増加傾向にあるが、横の
つながりを強化し、活動
を活性化する必要がある

◆◎「おいしい風土こうちサ
ポーター」のネットワーク構築
及びサポーター活動の充実強
化を図る

１．地産地消に対する意識を高
める取組を推進

・生産者と実需者の交流
の場づくりによる「高知の
食」の活用促進
◆新たなメニュー提案
や、食材の活用につなが
り、実需者が生産現場を
理解することが、新たな
食材の発見や生産者の
意欲向上にもつながって
いる。

・地産地消に積極的に取
り組む店舗の紹介や県
内イベントなどを活用し
て、地域食材やその活用
法についてのPRを行った
◆パンフレットの配布や
イベントを活用することで
県民の関心を得られた

◆実需者と生産者が情
報交換できる仕組みづく
り

◆新たな店舗へのPR

◆高知県食材をPR及び
高知の文化を継承する人
材の活用

◆店舗間の情報交換の
場づくり

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

◆特産農畜産物やその
生産方法の認知度が低
いため、今後も継続的に
出前授業を実施するとと
もに県下に広く実施でき
るよう、未実施市町村等
の掘り起こしを行う。

◆○特産農畜産物等の食農
教育

◆高知の基幹園芸品目
の苦手な子どもたちが多
い。

◆○高知野菜大好きっ子表
彰事業による食育の推進と高
知野菜の消費拡大

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

○

・特産農畜産物の学校給
食（県内小学校等）への
食材提供（土佐はちきん
地鶏・土佐ジロー・エメラ
ルドメロン）
◆初めて食べたという子
どもが多く、県内での認
知度向上に繋がった。

・特産農畜産物等の出前
授業
◆子どもたちは、生産者
の苦労やこだわりを知る
ことで農畜産物への思い
が構築される。
◆生産者が出前授業に
参加し子どもたちと接す
ることで、生産意欲の向
上に繋がった。

・小学生が考えた、高知
野菜を活用したメニュー
の表彰
◆子どもたちが自分でメ
ニューを考案することで、
より高知野菜への意識が
高まった
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆「野菜で元気店」
等、地産地消に取
組む加盟店が増加
(70→100店舗)

◆県民一人ひとり
が地産地消を徹底

◆地域食材や食文
化の継承に関する
意識の向上
(56団体・個人
　→90団体・個人)

◆サポーター間の
連携が強まり、県
民との協働による
地産地消が徹底

◆サポーターの事
例にならって、地産
地消に取り組もうと
いう意欲ある団体・
個人が増加

目指すべき姿（目標値）第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

地産地消に取り組む飲食店等と、生産者､消費者との交流の場づくり

生産者・農業団体：消費者、実需者との積極的な交流、登録店舗の拡大

事業者:「野菜で元気店」選定飲食店等の地産地消の取組、交流の場への参加

県地産地消・外商課：消費者、実需者、生産者との交流の機会の創出への支援、店舗間の連携活動への支援

「おいしい風土こうちｻﾎﾟｰﾀｰ」店：。地産地消の取り組み事例の提供。

県地産地消・外商課：県内生産者や事業者を量販サポーター店舗などへ取次（地産地消イベントへの勧誘を含む）。 おいしい風土こうちサポーター

の地産地消の取り組み事例などの情報収集と提供。 地産地消関係のイベント等へ積極的にサポーターを勧誘し交流の場を設ける。

おいしい風土こうちサポーター店を中心としたネットワークの強化

土佐の料理伝承人の人材発掘・活動支援

事業者:地域の食文化を継承する人材確保

県地産地消・外商課：「土佐の料理伝承人」の新たな食文化を継承する人材を発掘するとともに、県民等との交流及び食文化継承の場づくりを行う。

◆地域特産物への
理解が深まり、子ど
もから親に話をす
ることで、家庭での
消費も増える

ジュニア博士育成：
１８，０００人
(H23末：5,969人→
H27末：18,000人)

◆出前授業を通じ
て高知県の農業や
特産農畜産物への
理解を深めること
で、将来の高知県
農畜産物の応援団
が増加する。

◆高知野菜の家庭
や学校給食での活
用により、高知野
菜をよく食べる子ど
もたちが増える。

◆高知野菜を使っ
た給食や食育を通
じて、子どもたちが
将来の高知県農畜
産物の応援団とな
る。

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

生産者・農業団体：食農教育への積極的な取組

地域農業推進課：高知の特産物ジュニア博士育成のための食農教育実施

農振ｾﾝﾀｰ：食農教育に取り組む産地への技術支援

地域農業推進課：高知野菜を活用して子どもが考えたメニューの表彰制度の実施と普及啓発

高知ジュニア博士育成のための特産農畜産物の食農教育の推進

「高知野菜大好きっ子」の表彰と普及啓発
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連携テーマ【地産地消】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

◆消費者への効果的な
情報発信
◆水産物の生産から流
通に関わる関係者の連
携と主体的なＰＲ活動等
の展開

◆高知市中央卸売市場等と連
携した消費拡大対策の展開
○親子料理教室の開催

◆食文化の情報発信
○県内の小・中学生を対象に地
域の魚食文化や漁業の実態等
をテーマにした食育活動を展開

○ ○

１．地産地消に対する意識を高
める取組を推進

２．地域産品の販路拡大を支
援

・情報資産有効活用シス
テムの構築・導入
◆システムの構築・導入
により、業務筋との予約
取引への対応が図られる
など、ニーズに対する基
盤整備が進んだ

・店舗の情報発信力強化
（ブログ開設講習会 アド

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

◆業務筋（外食、中食、学校給
食等）のニーズに合わせた生
産、出荷、情報発信ができる直
販所づくりを支援
　○直販所から業務筋に食材を
供給するためのマッチングの機
会の提供（地域内循環の仕組
みづくり）
　★スケールメリットを活かした
業務筋 の対応等のため 直

◆業務筋の露地野菜に
対するニーズに対応でき
る仕組みづくり

◆直販所店舗の品揃え
や商品情報などの発信
力を充実させる必要があ
る

◆多くの直販所の運営方

・高知市中央卸売市場と
連携した親子料理教室の
開催（H21～）

◆料理教室などが県民
に一定認知され、消費者
が求める魚の旬・料理方
法等の情報を発信する仕
組みや漁業等に接する
機会を提供する仕組みが
整備された。しかし、消費
者の食生活の多様化等
による魚離れを食い止め
るには至っておらず、継
続した取組が必要であ
る。

◆業務筋の露地野菜に
対するﾆｰｽﾞに対応できる
食材供給ｼｽﾃﾑがない

◆食関係の業務筋の直
近の傾向は、中国餃子事
件以降、加工品（惣菜）
企業や消費者から、安
心・安全な県産野菜を求
める傾向が高まる

◆魚離れの進行
・H18には国民１人が１日
に消費する肉の量が魚
介類の量を逆転

◆高知市中央卸売市場
での水産物の取扱高が
大幅に減少
・H4：293億円
　　→H22：125億円
◆県民が水産物を購入
する際の県内産への意
識が高い（H20県民意識
調査：76.4％）

◆魚の旬や調理方法、漁
業者に関する情報を求め
る県民が多い。

◆子どもに魚を食べさせ
る機会を増やしたいと考
える母親が多い（8割以
上：大日本水産会調査）

◆食の安心・安全を求め
る消費者意識の高まりか
ら、地域水産物に対する
潜在的なニーズが高い。

○ ○

◆更に県内で目に見える
商品としての販売拡大

○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

（ブログ開設講習会、アド
バイザーを派遣した店づ
くりアドバイス）
◆講習を受講した店舗で
新たにブログが開設され
た。また、アドバイザーに
よる店づくりの具体的な
アドバイスにより、店舗の
情報発信力の強化や運
営改善につながった

・情報資産有効活用シス
テムを構築・導入
◆システムの導入によ
り、在庫情報をメールで
生産者に知らせることが
可能になるなど、店舗側
から、より積極的な商品・
作付管理を行うための基
盤を整備することができ
た

・民間金融機関と連携し
た商談会を開催し、県内
事業者の販路開拓・販売
拡大を支援

業務筋への対応等のため、直
販所のネットワークづくりを支援

◆直販所を地域の活性化の拠
点にする取組への支援
　◎直販所を販売拠点とした加
工品開発の支援
　◎直販所の販売形態の充実、
強化を図るため、アドバイザー
を派遣し、販売データ等を活用
した店舗の魅力アップにつなが
るアドバイスを実施
　◎食の安全・安心の推進や生
産者と消費者の信頼を結ぶ役
割を担う「安心係」の配置
　★直販所での連携したイベン
ト実施等による一層の誘客を図
るため、直販所のネットワークづ
くりを支援

◆県内事業者の一層の販路開
拓、販売拡大を支援
　★県内量販店と事業者を対象
とした商談会を開催
　★県内量販店への県産品の
特設棚等の設置を促進
　★地産地消をテーマに、結婚
式等での引出物に使用するギフ
トカタログの作成・販売を通じ
て、県産品の販売拡大と地産地
消を推進

◆多くの直販所の運営方
法が、売上げや入荷情報
などのデータに基づくこと
なく生産者に任されてい
る

める傾向が高まる

◆多くの直販所が、商品
の出荷・補充を生産者任
せにしている
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆水産物の生産・
流通・消費に関わ
る関係者間で消費
拡大に向けた連携
体制が整備されて
いる。
◆料理教室などが
県民等に認知され
ている。

目指すべき姿（目標値）

◆直販所販売額
（80億円キープ）

◆直販所のネット
ワークを活かした
地域内循環の仕組
みが地産地消によ
る地域の活性化に
つながる

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

◆県民の魚の消費
量が全国で上位に
位置づけられる。
【参考】
生鮮魚介類の１世
帯あたり購入量
（H22年家計調査年
報：高知市）：
31.3kg全国51都市
中32位）

◆高知市中央卸売
市場における本県
産鮮魚の取扱シェ
アが向上している。
【参考】
高知市中央卸売市
場における高知県
産鮮魚の取扱量の
シェア【H22年】
41.1％

直販所を拠点とした地域活性化の充実・強化

直販所間が連携し共同した発展に向けた支援

生産者・農業団体：地域の素材を活用した加工品づくり

直販所:地域産品の販売、直販所のネットワークづくり

親子料理教室の開催

市場関係者：食材の供給等事業運営への協力

高知市：会場の提供会場の提供

県合併・流通支援課：料理教室の全体企画の運営

食育活動の実施

漁業者・水産加工業者：小中学校と連携し食育活動を実施

県合併・流通支援課：漁業者等が実施する食育活動を支援

◆地域産品の販売
拡大(サポーター登
録全店舗に地産地
消コーナーが設置)
と消費者の地産地
消の意識の向上

◆県内あらゆる量
販店等で県産品が
販売される

◆県産品カタログ
が積極的に活用さ
れる

◆県産品カタログ
が浸透し、事業者
が主体となって販
売展開されている

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

◆直販所で地域の
特産品を活用した
加工品が販売さ
れ、生産者の所得
が向上

◆地域の高齢者等
の所得が向上し地
域が活性化につな
がる

県地産地消・外商課：店舗の魅力アップ及び業務筋等への販路拡大に関する支援

県内事業者の販路開拓等を支援

県内事業者:商談会へ出展し県内での販売拡大の展開

県内量販店:県内量販店で県産品の販売強化

地産地消・外商課：商談会の開催等による販路開拓、販売拡大を支援

中山間地域の所得向上に向けた新たな加工品開発

生産者：地域の素材を活用した加工品づくり

直販所:地域産品の販売、交流の場

県地産地消・外商課：地域で売れる加工品開発支援、地域の魅力発信・活性化支援

カタログギフトの作成・販売

県内事業者:カタログ用県産品の販売

販売者:結婚式等の引き出物に県産品カタログを提案

地産地消・外商課：地産地消をテーマにしたカタログギフトの作成・販売を通じて県産品の販売拡大等を推進
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連携テーマ【地産地消】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

◆森林県でありながら、
戸建住宅の木造率が全
国平均を下回っている
（全国：85％、高知県：
80％）

◆森林県でありながら、
公共的建築施設の木造
率が全国平均並（全国：
24％、高知県：25％）

◆○公共事業や公共施設等
　での県産材の率先利用と
　木製品の需要の拡大

◆○県産材を利用した木造
   住宅建設促進のための
　 支援

○

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

３．木材に関する地産地消

　(１)住宅や施設等への
　　　　　　県産材の利用

今後もより一層の木造・
木質化を進めるために、
県の率先利用と市町村
の方針策定を進め、木を
使う仕組みや意識の強
化を図りながら、県産材
利用の実効性を高めて
行かなくてはいけない。
（３４市町村中作成済み
或いは作成予定の市町
村数は９市町村（H23,12
月現在））

・県有施設での木造化の
推進と、市町村への要請
による市町村施設の木造
化の推進

◆平成17～２１年度の県
産材利用推進に向けた
行動計画の目標「公共的
施設の木造化率」で全国
平均を上回る
平成２１年度
全国平均２５．１％
高知県３３．５％

・公共土木工事における
木製品や木製型枠の使
用の推進
◆平成２１年度
木材利用量４，８０８m3
木製型枠の使用率９８．
９％
工事用資材の木製品の
使用率８４．９％

・木と人出会い館等によ
る県産木造住宅の安全・
安心のPR
◆平成２２年度４７回放
送　平均視聴率１０．４％
◆県及び市町村におい
て財政事情の厳しい中で
も一定の木造・木質化が
進んだ

◆○木造住宅に関する情報
　発信の強化

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

Ｈ２８以降
第 ２ 期 計 画

◆公共施設や教育
　施設の内装や家
　具に積極的に木
　材が使われてい
　る

◆戸建て住宅の木
　造率が、全国平
　均を上回っている
　
◆県をはじめ、市
  町村が実施する
  公共事業で県産
  材が積極的に使
  われている

◆木材においても
　地産地消の意
　識が定着し、木
  造住宅はもとよ
　り、県産材をあら
　ゆるところで積極
　的に使用されて
　いる

目指すべき姿（目標値）

県産材の率先利用と市町村の利用の拡大

市町村：公共建築物木材利用促進法の施行を受け、県方針に即した市町村方針の作成及び具体的利用の拡大

県関係課：「高知県産材利用推進方針」に基づく、公共施設等の木造化の推進や公共工事への積極的な木材利用の拡大

県木材産業課：市町村方針の作成指導、市町村の利用の支援

県民：県産木材の積極的な利用

県木材産業課：幼稚園、保育園、小学校、中学校や民間施設への木製品の導入に対して支援、木製品カタログを活用した県外へのＰＲの強化

県産材を利用した木製品の需要拡大のための支援

建築関係団体：県と連携して事業の講習会を開催し積極的にPRを行う

木材産業課：県産材利用住宅への助成制度により木材需要の拡大を促進

県関係課：CO2固定量の認証制度による木造住宅の建設の促進

木材産業課・住宅課：県産材による居住性能の高い住宅の技術開発及び供給体制の整

備

県産材を利用した木造住宅の建設促進のための支援

建築関係団体：県と連携して支援策の再検討と積極的

なPRを行う

県木材産業課・住宅課：利用者のニーズや社会情勢を

踏まえて、事業内容の見直しを図りながら、事業支援等

を検討

木造住宅に対する支援策の再検討とPR

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

森林・林業・木材産業・住宅関連産業界が一体となったＰＲ活動を展開

高知県木材普及推進協会：

新たな仕組による情報発信

及び次年度以降の体制の

検討

県木材産業課：木材普及推

進協会との連携による実施

高知県木材普及推進協会：新たな体制による情報発信の実施

県木材産業課：木材普及推進協会との連携による実施
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連携テーマ【地産地消】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

◆学校給食は大量調理
であること 食材は当日

・地場産物活用状況調査
H21．9～H22．7
99施設で実施
活用割合44.9％
（食品数ベース）

◆生産者や流通関係者
の学校給食への理解が
深まったこと、学校給食
関係者の積極的な地場
産物の活用により、活用
割合が向上し、全国的に
も高い状況となった

・地場産物活用ネット
ワーク会議の開催

Ｈ21　高知県地場産物活
用ネットワーク会議2回、
地域ネットワーク会議
80回
Ｈ22　高知県地場産物活
用ネットワーク会議2回、
地域ネットワーク会議130
回

◆生産者・流通関係者・
料理研究家・学校給食関
係者等による課題の共有
課題解決への取組が進
んだ

◆学校給食の食材として
地場産物が安定的に供
給する体制の構築が必
要

◆関係者間のよりきめ細
かい情報の共有が必要

◆地場産物活用ネットワーク
会議の開催等による、関係者
間のさらなる情報共有の充実
及び食材の安定供給体制の
構築への支援（地場産物活用
状況調査結果の共有等）
　
　　○学校給食栄養報告（週
　　  報）の実施：年2回（6月
　　　と11月の月～金の5日
　　 間（計10日間）で調査を
     実施
     栄養教諭、学校栄養職
     員配置施設  約80施設

　 ○高知県地場産物活用
　　　ネットワーク会議
　　   (年2回)
　
　　○地場産物活用地域
　　　ネットワーク会議
　　　（学校給食を実施して
　　　　いる139施設）

◆学校給食用レシピ集の活用
による 地場産物使 た学校

◆学校給食の食材として
の地場産物の利用拡大

・地場産物を活用した学
校給食用レシピ集の作成

○

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

５．地場産物の給食への利用
促進を支援

４．食材の安定供給体制の構
築を支援

◆地場産物の使用状況
は、軽量野菜を中心とす
る本県の生産状況からみ
ると、米、野菜を中心に
地域食材が積極的に活
用されている状況
※重量ベースでの使用
状況（米97.1%、野菜
49.6%、水産物31.9%）

◆学校給食における地
場産物の活用状況は
37.3％であり、これは
佐賀県（44.2％）、
大分県(42.8％)、
岡山県（40.9％）、
北海道（40.8％）、
熊本県（37.9％）に次ぎ第
6位である。（平成19年度
文部科学省調査　食品数
ﾍﾞｰｽ）

であること、食材は当日
納入、当日調理、決まっ
た時間までに提供しなけ
ればならないことから、納
入には一次処理が必要
だが、その対応ができて
いない

○

◆各地域の学校で行わ
れている給食に使われる
食材を教材とした食育で
も、米、野菜での取り組
み事例が大部分

○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

◆学校と地域が連携した
食育・食農教育等の体験
学習を計画的、継続的に
実施する

◆各学校の学校教育活動全
体における計画的、継続的な
食育・食農教育等の実施

◆ＪＡや量販店、地域の生産
者等と連携した食育・食農教
育等の実施

◆高知県の地場産物学習教
材の活用
　★高知県の基幹１１品目を
中心に、高知県でとれる魚や
肉などの地場産物の特徴や
活用例、高知の産業や食文
化の情報等を掲載した教材を
活用した食育の推進

による、地場産物使った学校
給食や食育の実施

◆学校給食の供給体制の拡
大支援
　★学校給食未実施市町村に
対し、学校給食施設を整備す
るための経費を補助し、学校
給食の実施拡大により、地場
産物の利用拡大を支援する。

の地場産物の利用拡大
に向けた、学校給食用レ
シピ集のさらなる活用を
促進する

校給食用レシピ集の作成
◆四季の献立、高知県の
基幹11品目を使った料理
(100品)、地場産物の加
工品を使った献立、参考
資料として高知県の海で
とれる魚、皿鉢料理、高
知県の自慢の食材、園芸
農作物の出荷時期及び
主な産地を掲載し、献立
の作成や食育に活用でき
た

学校給食レシピ活用状況
H23 4月～8月74.6%
給食・食育（料理教室、
調理実習等）

促進を支援

・食育・食農教育等の体
験学習の実施
H21（109回、5,292人を対
象に実施）
H22（140回、6,384人を対
象に実施）

◆身近に田んぼや畑が
あっても、田植えや稲刈
りなどを体験したことのな
い児童生徒が多かった
が、田植え、稲刈りなど
の米作り体験や野菜や
果物の栽培収穫体験に
取り組むことで、地域の
産業に対する理解を深め
ることができた。

６．将来の本県農畜水産物の
応援団づくりを支援
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆学校給食の食材
として地場産物を

◆学校給食の食材
として地場産物を

◆学校給食の食材
として地場産物を
安定的に供給する
体制が構築される
ことで、地場産物の
利用拡大につなが
る

地場産物活用割合
H22調査44.9%
　　　　　 → 50%
(食品数ベース）

◆学校給食の食材
として地場産物を
安定的に供給する
体制が構築される
ことで、地場産物の
利用拡大が一層進
む

目指すべき姿（目標値）第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

地場産物活用割合の把握、食材の安定供給体制構築への支援

スポーツ健康教育課：学校給食研修指導費(地場産物活用割合の把握、地場産物の給食への利用促進を支援)
スポーツ健康教育課：

学校給食栄養報告（週報）

の実施

地場産物活用ネットワーク

会議及び地域ネットワーク

会議の開催

として地場産物を
安定的に供給する
体制が構築される
ことで、地場産物の
利用拡大につなが
る

として地場産物を
安定的に供給する
体制が構築される
ことで、地場産物の
利用拡大が一層進
む

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

スポーツ健康教育課：

レシピ集の活用による、

地場産物使った学校給

食や食育の実施

スポーツ健康教育課：学校給食研修指導(地場産物の給食への利用促進を支援)

「レシピ集の活用による、地場産物使った学校給食や食育の実施」

スポーツ健康教育課：高知県公立小中学校学校給食普及促進事業費

(学校給食の実施拡大に向けた支援 → 地場産物の給食への利用促進を支援)

スポーツ健康教育課：

地場産物学習教材の活用
スポーツ健康教育課：学校給食研修指導費(地場産物学習教材の活用による地場産物の理解促進)

「地場産物学習教材の活用による、食育の実施 」
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Ⅰ 産業間の連携戦略 
 
 

１ 地産地消・地産外商戦略の 

展開 

 
（２）「ものづくりの地産地消」の促進 

    （県内完結型の「ものづくり」の仕組みづくり） 
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⼒強い「ものづくりの地産地消」による経済効果の拡⼤！
~メイド・イン⾼知を全国へ！~

これまでの取組
◆平成２２年度 改定の柱② 「ものづくりの地産地消」の促進 取組を強化！

◆平成２３年度 改定の柱① 外商活動のさらなる展開を図るとともに、 「ものづくりの地産地消」の抜本強化

《ものづくりの地産地消の抜本強化》
対応策１ 「ものづくりの地産地消」に関する相談・マッチング支援機能の強化

・「ものづくり地産地消センター」の設置
・ものづくり技術展示会の開催

対応策２ 県内事業者の企画力・技術力・商品開発
力の強化
・工業技術センター食品加工研究棟の整備
・試作機開発などへの支援の拡充

対応策３ 県内に不足している業種・工程や新たな
成長産業の誘発
・県内・県外問わず企業等を対象とした支

援策（補助金）の拡充

・経済効果を大きなものにするための県内事業者のさらなる参画
・県内の多様な「技術力の見える化」と商談機会の一層の拡大
・地場企業が将来にわたり競争力を保ち続けるための支援策の強化

援策（補助金）の拡充

次期計画
に向けて、

築いた仕組み・仕掛けを⽣かし、より⼤きな効果をもたらすためバージョンアップ

短期的目標（４年後の姿）
・県内の生産者や製造業者が「ものづくりの地産地消」の意識を共
有。全国に挑戦できる競争力を備えた製品が、数多く生まれ、県
内外への販売を伸ばしている。

長期的目標（１０年後の姿）
・全国や海外で戦えるメイドイン高知の製品が、次々と誕生し、
産業集積が進む。

・企業が、設備投資や工場の立地等を活発に行い、確かな成

第２期計画での取組

築いた仕組み 仕掛けを⽣かし、より⼤きな効果をもたらすためバ ジョンアップ

１．事業者間のマッチング支援を強化！

●マッチング支援の強化
⇒ものづくり地産地消センターの活動強化

２．県内産業の技術力・商品開発力の
向上へ支援！

●新商品開発や技術力支援

内外 の販売を伸ばしている。

・設備投資や工場の立地等を行う企業が増加。技術力の強化と相
まって、生産性の向上や競争力の維持が図られ、生産額も増加
に転じる。

企業が、設備投資や 場の立地等を活発に行い、確かな成
長への原動力となる。

３ 県内に不足する業種 工程や

⇒ものづくり地産地消センターの活動強化
＊(拡)体制の強化

⇒食品加工業者と産地とのマッチング
⇒試験研究機関による個別支援

●マッチングの機会創出
⇒技術見本市の開催

＊(拡)総合的な技術展示会の開催
●新しい分野でのマッチング支援

②技術力・開発力を
向上させる

●新商品開発や技術力支援
⇒試験研究機関の充実・強化
⇒試作機開発などへの支援

＊(拡)防災枠の新設
●競争力を維持・強化するための支援

⇒(新)生産設備の更新・拡充への資金的支援

３．県内に不足する業種・工程や
新たな産業を誘発！

●企業の増設、企業立地への支援
⇒補助金による資金的支援

●新しい分野でのマッチング支援
⇒テーマ別研究会の取組支援
⇒コンテンツ産業の事業化に
向けた支援

⇒(新)防災産業交流会
の取組支援

①資金を循環させる
（マッチング支援）

③足りない業種・工程
を補う

「ものづくり」の総合⼒が⾼まり、競争⼒を備えた製品が誕⽣！メイド・イン⾼知を全国へ！
４．「ものづくりの地産地消」から外商への展開支援！

●ものづくり企業の県外への販路拡大を支援
⇒県外見本市、商談会への出展支援
＊(拡)防災関連主要展示会への出展支援強化 ④県外から資金を

獲得する

「ものづくり」の総合⼒が⾼まり、競争⼒を備えた製品が誕⽣！メイド イン⾼知を全国へ！
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戦略の柱【「ものづくりの地産地消」の促進】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

◆「ものづくり地産地消セン
ター」を中心としたマッチング
機会の創出

　◎「ものづくり地産地消セン
　　ター」の機能強化
　◎「技術力の見える化」と
　　「商談機会の拡大」

◆産地側、食品加工企業
側ともに、お互いの情報
（栽培状況、技術力、情
報力）をよく知らないた

・マーケットイン型商品づ
くりを支援
◆専門家のアドバイスを
生かした新たな商品開発

◆加工用に利用できる原
料の掘り起こしと需要者
とのマッチングが必要

◆★県内食品加工業と産地と
のマッチング

１．事業者間のマッチング支援機
能の強化

◆県内で機械設備等を
導入する場合、大部分が
県外発注となっている。
また、加工品（特に食品
加工）についても、加工
の工程を県外発注する
ケースが多く、付加価値
を高める工程が県内で行
われず、機会損失が大き
くなっている。

◆情報フローが詰まって
おり、県内のニーズ情報
が潜在的な県内の受注
者に対して伝達されてい
ない

背景 これからの対策

・ものづくり地産地消セン
ターの開設
・ものづくり技術展示会の
開催
◆総合相談窓口が設置
され、県内でのものづくり
のニーズが集積すること
で、技術を提供できるも
のづくり企業とのマッチン
グが進んだ

・情報フローの確立（発注
予定情報等の受発注者
側への提供）
◆収集した発注予定情報
等を関係団体を通じて受
発注者側に提供する情
報フローの仕組みを構築
したことにより、県内にお
ける受発注を生む機会を
作ることができ、「ものづ
くりの地産地消」につなが
る動きも見え始めた

第１期計画（H21～H23）の総括等

○

◆「ものづくり地産地消セ
ンター」を中心に、各関係
機関が連携して、迅速か
つ適切な相談対応に努
めるとともに、相談案件
の掘り起こしを行う

◆情報フローを通じた発
注予定情報等の収集に
ついて関係機関に徹底し
ていく

改革の方向

○

め、商品化に向けたマッ
チングができていない

や、販路開拓、商品ＰＲ
方法などの実践手法を取
得

○ ○

◆地域資源の活用による付
加価値化の取組を助長する
環境づくり（農家と製造業者、
販売業者等とのマッチング支
援）
　★農業者等の生産から
　　加工、販売までの取組を
　　総合的に支援

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

◆商品開発を目指す農
業者等のビジネス力向上
◆商品開発にかかる資
金調達、リスク軽減
◆地域資源発掘、商品開
発、商品力の磨き上げ、
販路開拓への支援対策
の強化

・各農業振興センターに
加工への取り組みを支援
する担当を配置し、農業
者が相談しやすい体制を
整備。総合的なコーディ
ネートを実施
・人材創造セミナーの実
施による先進地視察、地
域活性化計画策定支援
・国の６次産業化法総合
化事業計画認定に対す
るサポート体制の構築
・県産業振興の総合補助
金、国の交付金を活用し
た、新たな加工施設の整
備などへの支援を実施
◆意欲ある地域や団体
の高付加価値化の取り
組みに対して、技術的な
サポートや施設整備な
ど、ソフト・ハード両面か
らの支援策を実施した結
果、一部で加工品の商品
化、直販店の充実などの
動きが見られ始めた

◆今後、地域の活力を取
り戻すためには、地域資
源を効率的かつ最大限
に活用しながら、他産業
との連携や、農業者等
が、加工業への市場展開
を図ることにより、新たな
産業を創出し、地域内に
所得と雇用を生み出しな
がら、地域経済を活性化
していくことが求められて
いる。
◆農村の起業活動は着
実に増加しているが零細
な経営が中心

○ ○
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【連携テーマ】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

ものづくり地産地消センター：

◆ものづくりの分野
で県内事業者どう
しが、自発的な取
引を活発に行い、
ものづくり企業の外
商活動が拡大して
いる。

食料品製造業出荷
額　８００億円
（１０％ＵＰ）

第一次産業を伸ば
す食品加工業が自
立的な発展、成長
を遂げるとともに

◆生産者や製造業
者が、「ものづくり
の地産地消」の意
識をもち、製品づく
りに必要な技術や
資源の多くが県内
でまかなわれてい
る。

◆ものづくり地産地
消センターを介した
県内企業者間の
マッチング件数
　　　　100件／年

Ｈ２８以降
目指すべき姿（目標値）第 ２ 期 計 画

ものづくり地産地消センター：

・「ものづくりの地産地消」に関する各種の相談やマッチングへの支援、県内企業に関する情報の収集強化、商談を活性化する場の確保等を実施

ものづくりの地産地消推進プロジェクトチーム（庁内関係機関等）：

・庁内推進体制として、プロジェクトチームを設置し、各機関が有する情報の共有、相談案件等に対する支援策の検討等を行う

県計画推進課、工業振興課、地産地消・外商課：

・第１次産業者・各地域本部・工業団体・食品加工団体等による情報共有の体制構築

・タイムリーな情報提供と情報フローの確立

県計画推進課、県産業振

興センター：

「食」のテーマに加え、他

分野への展開も視野に入

れた総合的な技術展示会

を開催

ものづくり企業、産業団体

等：

技術展示会への出展、技

術の紹介、商談

ものづくりの地産地消の推進

総合的な技術展示会の

開催

県計画推進課、県産業振

興センター：

「食」のテーマに加え、他

分野への展開も視野に入

れた総合的な技術展示会

を開催

ものづくり企業、産業団体

等：

技術展示会への出展、技

術の紹介、商談

総合的な技術展示会の

開催

県計画推進課、県産業振

興センター：

「食」や「防災」などのテー

マを設定し、テーマ別技術

展

示会を開催

ものづくり企業、産業団体

等：

技術展示会への出展、技

術の紹介、商談

テーマ別技術展示会の

開催

県計画推進課、県産業振

興センター：

「食」や「防災」などのテー

マを設定し、テーマ別技術

展示会を開催

ものづくり企業、産業団体

等：

技術展示会への出展、技

術の紹介、商談

テーマ別技術展示会の

開催

加 用原料 掘り起 しと グ支援
を遂げるとともに、
県外の加工業者が
企業誘致等により
県内で大規模な製
造を開始

◆6次産業化による
加工品等の開発・
販路拡大事例が増
加

◆地域資源の付加
価値向上による雇
用創出、農家の所
得向上、農村地域
の活性化（６次産業
化ビジネスモデル
の創出）

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

加工用原料の掘り起こしとマッチング支援

生産者：加工用原料の掘り起こし

県関係課：情報共有と戦略の組み立て

県地産地消・外商課：情報共有の場の設置と調査及び

需要者へのマッチング推進

地域資源を活かした商品開発、販路拡大を支援

農業者等 ：地域・集落固有の地域資源の発掘・活用と商品開発 、販路拡大

農業振興センター:地域企画支援員 ：商品開発・販路拡大に向けた支援

県関係課 ：商品開発、磨き上げの支援対策の整備

農家と製造業者、販売業者等とのマッチング支援
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戦略の柱【「ものづくりの地産地消」の促進】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

◆県内の漁獲物のほと
んどが鮮魚での出荷
◆新たな前処理加工等
が県内各地で事業化

・水産加工業交流促進協
議会を設置、開催（H23：
2回）
◆事業者間の交流によ
り、新たな取引につなが
る事例がみられた

◆関係者間の情報交換
の場の提供等による新た
な連携の促進

◆★事業者間のマッチング
によるビジネス機会の拡大

○ ○ ○

○ ○ ○

・マーケットイン型商品づ
くりを支援
◆専門家のアドバイスを
生かした新たな商品開発

○研究開発から事業化まで、
一貫した支援を実施

・成長が期待され潜在力
のある4つの分野（食品、
天然素材、環境、健康福
祉）ごとに企業や専門家
等で構成する研究会を設
置し、事業化を支援

◆研究会で事業化プラン
の作成や事業化に取り組
む企業が創出され、売上
高増加や新規雇用など
の成果が表れ始めた

◆研究会発事業化プラン
の作成に向けた取り組み
の加速

◆研究会発事業化プラン
に対するフォローアップ
の充実

◆成長が期待され潜在力の
ある分野や企業への重点的
支援
○意欲のある企業の参加促
進
○事業化に向けた企業間連
携の促進
○個別支援アドバイザーの拡
大等による支援体制の強化
○研究会発事業化プランの実
現に向けた販売促進に関する
支援の強化

１．事業者間のマッチング支援機
能の強化

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

◆製造品出荷額等は、
H7年（7,055億円）をピー
クに減少し、ここ4～5年
はほぼ横ばい
・H18年　5,498億円
　　（全国46位）
・45位(鳥取)1兆346億
円、47位(沖縄)5,280億円
※H19年工業統計（速
報）

◆県内製造業の約半数
は小規模事業者であり、
地域製造業の牽引役とな
る大規模事業者が少な
い
　・従業員数4～9人
　　    　全体の47％
　　 　〃　　 100人以上
    　     全体の 3%

＜製造品出荷額＞
　・従業員数4～9人
      　　全体の 6%

〃 100人以上 新 な商品開発
や、販路開拓、商品ＰＲ
方法などの実践手法を取
得

○ ○ ○

・各農業振興センターに
加工への取り組みを支援
する担当を配置し、農業
者が相談しやすい体制を
整備。総合的なコーディ
ネートを実施
・人材創造セミナーの実
施による先進地視察、地
域活性化計画策定支援

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

◆商品開発を目指す農
業者等のビジネス力向上
◆商品開発にかかる資
金調達、リスク軽減
◆地域資源発掘、商品開
発、商品力の磨き上げ、
販路開拓への支援対策
の強化

　　　　〃　　100人以上
           全体の49%
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【連携テーマ】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆水産食料品の県
際収支の黒字幅を
拡大

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

◆研究会での活動
を通じて、競争力
のある製品や事業
展開のノウハウ等
を備えた企業が数
多く生まれ、販売が
増加している

・事業化プラン認定
件数　 60件（累計）

・販売金額　100億
円（累計）

・新規雇用　110人
（累計）

◆研究会発事業化
プランの実現によ
り、高知らしい特徴
のある商品の開発
が進み、多くの雇
用が創出される

◆全国的に競争力
のある企業が生ま
れ、生産が活発化
し、企業の集積が
始まっている

事業者間のマッチングによるビジネス機会の創出

加工事業関係者、生産者等：情報交換等をきっかけとした新たな連携と取引の拡大

合併・流通支援課：情報交換の場の提供等による新たな連携の促進

食品、天然素材、環境、健康福祉

意欲のある企業の参加促進

事業化に向けた企業間連携の促進

個別支援アドバイザーの拡大等による支援体制の強化

研究会発事業化プランの実現に向けた販売促進に関する支援の

県工業振興課、新産業推進課：テーマ別研究会設置・運営、研究会発事業化支援事業費補助金制度の実施

事業化プラン策定段階からの参画

認定済み事業化プランの進捗管理

産業支援機関、公設試などとの連携強化

県工業振興課、新産業推進課：新事業創出支援チーム設置・運営

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

意欲のある企業の参加促進

事業化に向けた企業間連携の促進

個別支援アドバイザーの拡大等による支援体制の強化

研究会発事業化プランの実現に向けた販売促進に関する支援の

県工業振興課、新産業推進課：テーマ別研究会設置・運営、研究会発事業化支援事業費補助金制度の実施

事業化プラン策定段階からの参画

認定済み事業化プランの進捗管理

産業支援機関、公設試などとの連携強化

県工業振興課、新産業推進課：新事業創出支援チーム設置・運営
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戦略の柱【「ものづくりの地産地消」の促進】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5
背景

第１期計画（H21～H23）の総括等
これからの対策

改革の方向

１．事業者間のマッチング支援機
能の強化

◆幅広い企業、大学が研
究開発を行ったが研究開
発の成果が製品化・事業
化まで結びつくものが少
ない

◆クリエイターの地産地
消・地産外商の進展に向
け、クリエイターのプロ
モーション力の強化、見
本市への参加者増、コン
テンツコンテストへの応
募者増

◆収入増や、地域経済へ
の波及効果のあるコンテ
ンツビジネスプランの具
体的な策定

◆魅力ある売れるソー
シャルゲームの開発

・県内クリエイター実態調
査の実施
・コンテンツビジネス起業
化支援事業の推進
・高知コンテンツコンテス
トの開催
・クリエイター見本市の開
催
・著作権セミナーの開催
・コンテンツビジネス創出
育成協議会の設立
・高知県ソーシャルゲー
ム企画コンテストの開催
◆県内クリエイターのビ
ジネスの場を県内外に拡
大すること、及びコンテン
ツ分野における産業創出
を目的とした事業を実施
◆クリエイターの地産地
消に関しては、見本市に
より県内事業者との商談
を実現した
◆コンテンツコンテスト優
秀者をクリエイティブマー
ケット東京に出展させる
ことで、県外事業者との
ビジネスマッチングの場
を提供することができ、ク
リエイターの地産外商の
動きが見え始めた
◆産業創出に関しては、
事業化プラン認定第1号
となったスマートフォンア
プリが制作された。また、
県内企業によるソーシャ
ルゲームが初めて開発さ
れリリースされるなど、新
たなコンテンツ産業（ゲー
ム）創出に向けた土台作

◆コンテンツ産業（まんが、デ
ザイン等）の事業化に向けた
取組の推進

○コンテンツコンテスト、ソー
シャルゲーム企画コンテスト
について、事業開始から3年
間継続して取組を実施し、一
定成果を上げることを目指す

○ソーシャルゲーム開発→運
用→ユーザー確保→課金・資
金回収→県内でノウハウを共
有・蓄積→次ゲーム開発へ投
資というサイクルを回し、開発
企業の足腰を強めながら産業
創出の土台づくりを進める

○

◆防災関連製品等の「地産」
　の取組支援
　★メイドイン高知の製品開
　　発・改良の促進
　★工業技術センター等での
　　製品分析や技術指導の実
　　施

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

◆台風や南海地震といっ
た自然災害を経験する中
で、県内には特色のある
防災関連の製品や技術
も生まれている

◆防災意識の高まりを受
け、大きな需要が見込ま
れる分野だと期待される

◆商品開発を目指す農
業者等のビジネス力向上
◆商品開発にかかる資
金調達、リスク軽減
◆地域資源発掘、商品開
発、商品力の磨き上げ、
販路開拓への支援対策
の強化

・各農業振興センターに
加工への取り組みを支援
する担当を配置し、農業
者が相談しやすい体制を
整備。総合的なコーディ
ネートを実施
・人材創造セミナーの実
施による先進地視察、地
域活性化計画策定支援
・国の６次産業化法総合
化事業計画認定に対す
るサポート体制の構築
・県産業振興の総合補助
金、国の交付金を活用し
た、新たな加工施設の整
備などへの支援を実施
◆意欲ある地域や団体
の高付加価値化の取り
組みに対して、技術的な
サポートや施設整備な
ど、ソフト・ハード両面か
らの支援策を実施した結
果、一部で加工品の商品
化、直販店の充実などの
動きが見られ始めた

ム）創出に向けた土台作
りがスタートした

○○
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【連携テーマ】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆新たなコンテンツ
産業の創出、クラス
ター　（産業集積）
化の土台づくりの
進展

◆外貨を獲得する
研究会発事業化プ
ランの事業化

◆首都圏等での商
談成立などによる
クリエイターの収入
増

◆一定収益となる
ソーシャルゲーム
の開発・運用によ
り、開発から次ゲー
ムへの投資へとつ
ながる産業創出サ
イクルの構築

◆県内における
ソーシャルゲーム
の年商：20億円（6
社が年２～３作品
開発、１作品の月
売上が1,000万円）

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

◆新たなコンテンツ
産業の創出と関連
する産業のクラス
ター化

◆高知県クリエイ
ターのブランド化

県まんが・コンテンツ課：コンテンツビジネス起業化支援事業：企業等の事業化プランの作成から事業化に向けた取組を一貫して支援

県まんが・コンテンツ課：第3回高知コンテンツ

コンテスト、事業の成果検証、次年度事業の

検討 県まんが・コンテンツ課：第3回までの成果に基づき事業を発展

県まんが・コンテンツ課：高知県ソーシャル

ゲーム企画コンテスト、事業の成果検証、次

年度事業の検討

県まんが・コンテンツ課：産業創出のための環境づくり

支援、運用面支援、関係産業への波及支援

県まんが・コンテンツ

課：

県内クリエイター見本

市

県まんが・コンテンツ課：成果検証により継続判断、民による自主的な活動

◆メイドイン高知の
製品に対する評価
が高まり、県内外
での導入が進んで
いる

・ものづくり補助金
を活用した製品開
発件数　20件（累
計）

・県内の全市町村
への県内製品の導
入件数　100％

◆県内外との企業
や研究機関との
ネットワークが拡大
する中で、競争力
を備えた多くの製
品開発や企業集積
が進み、売上額が
大きく増加している

◆「防災関連産業
と言えば高知県」と
いうイメージが定着
し始めている

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

県工業振興課：高知県ものづくり地産地消推進事業費補助金を活用した製品開発・改良の促進

防災関連製品の「地産」段階

県工業技術センター：分析試験や技術指導による安全性やコストパフォーマンスの評価

県まんが・コンテンツ課：高知県ソーシャル

ゲーム企画コンテスト、事業の成果検証、次

年度事業の検討

県まんが・コンテンツ課：産業創出のための環境づくり

支援、運用面支援、関係産業への波及支援

県まんが・コンテンツ

課：

県内クリエイター見本

市

県まんが・コンテンツ課：成果検証により継続判断、民による自主的な活動
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戦略の柱【「ものづくりの地産地消」の促進】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

・技術研修開催
◆企業、団体からの要望
に沿った研修を実施する
ことで当初計画以上の参
加が得られた。
　また、目標とした溶接関
係の合格率も向上した

◆若手から中堅までそれ
ぞれの技術レベルに応じ
たカリキュラムの設定
◆研修終了後の受講者
へのフォローアップなどき
め細かい対応

◆工業技術センター等が行う
技術研修

　◎人材育成事業（工業技術
センター）

○ ○ ○

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

２．県内産業の技術力、商品開
発力の向上への支援

◆企業の経営環境が厳
しい状況にあることから、
ものづくりの分野では、自
社や関係団体内での人
材育成が困難となってお
り、技術や技能を持つ人
材が不足している状況に
ある
　また、その他の産業分
野も含め、企業内での従
業員のキャリア形成の向
上のための取組も困難と
なっている

◆製造品出荷額等は、
H7年（7,055億円）をピー
クに減少し、ここ4～5年
はほぼ横ばい
・H18年　5,498億円
　　（全国46位）
・45位(鳥取)1兆346億
円、47位(沖縄)5,280億円
※H19年工業統計（速
報）

・ものづくり地産地消推進
事業費補助金の創設
◆機械系の地産地消の
意識が高まり、県内企業
の製造意欲の向上につ
ながった

◆「試作開発事業」の案
件の掘り起こしはできた
が、その前段階である
「ステップアップ事業」の
掘り起こしを行う必要が
ある

◆ものづくり地産地消推進事
業費補助金に関して、事業段
階に応じた枠組みを創設
　★設計開発事業枠を創設

○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

◆商品開発を目指す農
業者等のビジネス力向上
◆商品開発にかかる資
金調達、リスク軽減
◆地域資源発掘、商品開
発、商品力の磨き上げ、
販路開拓への支援対策
の強化

◆県内企業が生産性等を高
め、県内での生産活動の継続
と雇用の維持に繋げていくた
め、県内中小企業の設備投
資を促進
　★現行の企業立地に対する
　　 補助制度に加え、新規雇
　　 用者数の要件を緩和した
　　 補助制度の創設
　○県制度融資による事業者
　　 支援
　★県制度融資を利用しない
　　 事業者への利子補給補
　　 助金の創設
　◎小規模企業者設備貸与
　　 制度の見直しによる事業
　　 者支援

○

◆東日本大震災に伴うマ
イナスの影響はほぼ解消
したが、急激な円高等に
より、企業の生産拠点の
海外移転や業務縮小、雇
用調整など県経済への
深刻な影響が懸念される

◆H22製造品出荷額等は
約4,608億円（対前年比
▲6.1％）で、４年連続全
国最下位となっている
※H22工業統計（速報）

◆H23の設備投資計画
は、四国全体で20.6％と
増加する中で、本県製造
業は▲18.8％にとどまっ
ており、投資額も四国全
体の約２％と低調である
※日本政策投資銀行調
べ（資本金1億円以上）

◆過去10年間平均の設
備投資額の動向を見て
も、本県製造業は四国全
体の10.6％であり、全国
平均値を100とした場合
の値も37とかなり低くなっ
ている
※工業統計

・各農業振興センターに
加工への取り組みを支援
する担当を配置し、農業
者が相談しやすい体制を
整備。総合的なコーディ
ネートを実施
・人材創造セミナーの実
施による先進地視察、地
域活性化計画策定支援
・国の６次産業化法総合
化事業計画認定に対す
るサポート体制の構築
・県産業振興の総合補助
金、国の交付金を活用し
た、新たな加工施設の整
備などへの支援を実施
◆意欲ある地域や団体
の高付加価値化の取り
組みに対して、技術的な
サポートや施設整備な
ど、ソフト・ハード両面か
らの支援策を実施した結
果、一部で加工品の商品
化、直販店の充実などの
動きが見られ始めた

○
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【連携テーマ】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆技術レベルに応
じた能力向上と資
格取得率アップ
技術研修　1,600人
（４年間累計）

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

◆県内のニーズに
対応した多くの製
品が県内で製造さ
れるとともに、全国
的に通用する競争
力を備えた製品が
生まれ、販売が増
加している

・ものづくり補助金
を活用した製品開
発件数　40件（累
計）

◆製品開発で磨か
れた高い競争力を
持った企業が生ま
れ、外商活動も拡
大している

◆企業間の連携に
よるニーズへの対
応と企業の集積が
進み、全国的な商
品開発のネット
ワークにつながっ
ている

機械・金属・電子、化学、食品加工企業等に対する技術人材の育成

県工業技術センター：

・専門的技術研修の実施

・食品加工特別技術支援員の配置

・機械金属加工特別技術支援員の配置

・資源利用加工特別技術支援員の配置

県工業振興課：

地産地消から地産外商に向けて、ものづくりの地産地消を促進するための助成支援

製品開発力の強化

◆設備投資の増加
により生産性の向
上や競争力の維持
が図られ、県内企
業の生産額が増加
する
・一事業所当たりの
設備投資額：全国
平均値の68％（香
川県並み）
15百万円→28百万
円

◆全国並みの設備
投資（一事業所当
たり41百万円）が
継続的に行われ、
生産性が大幅に向
上し、企業活動が
安定する

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

県工業振興課：

地産地消から地産外商に向けて、ものづくりの地産地消を促進するための助成支援

製品開発力の強化

工業振興課： 県内中小企業（製造業）が行う設備投資に要する経費を対象とする中小企業設備投資促進事業費補助金の創設

経営支援課： 安心実現のための高知県緊急融資、中小企業設備投資促進事業費利子補給補助金

県産業振興センター： 小規模企業者設備貸与制度の見直しによる事業者支援

県制度融資、補助制度等による事業者支援
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戦略の柱【「ものづくりの地産地消」の促進】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

◆製造品出荷額の50%従
業員数30%を占める

◆世界的な経済の不安
定化などの影響から全国
的に企業の国内投資の
動きが鈍っている

◆県内工場の一部に撤
退や県外転出等の動き
がみられる

・企業立地促進要綱の
正
・訪問活動の強化
・企業立地件数29件

◆継続的な誘致活動を
通じて新規案件の掘り起
こしを行い企業立地を実
現

◆民地も含めた工場用
地等の確保

◆○「ものづくりの地産地消」
を加速する業種の誘致

○ ○ ○

◆製造品出荷額等は、
H7年（7,055億円）をピー
クに減少し、ここ4～5年
はほぼ横ばい
・H18年　5,498億円
　　（全国46位）
・45位(鳥取)1兆346億
円、47位(沖縄)5,280億円
※H19年工業統計（速
報）

３．県内に不足している業種・工
程や新たな成長産業の誘発

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

４．「ものづくりの地産地消」か
ら外商への展開支援

・見本市への高知県ブー
スの設置
・商談会の開催
・インターネットを活用し
た企業情報の発信

◆販路の拡大の取り組
みを行った

◆機械・金属加工系を中
心に取り組んできたた
め、紙産業等の地場産業
への取り組みの拡大

◆新たな分野の見本市へ出
展
◆成約につながりやすい効果
的な商談会の開催

○

・各農業振興センターに
加工への取り組みを支援
する担当を配置し、農業
者が相談しやすい体制を
整備。総合的なコーディ
ネートを実施
・人材創造セミナーの実
施による先進地視察、地
域活性化計画策定支援

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

◆商品開発を目指す農
業者等のビジネス力向上
◆商品開発にかかる資
金調達、リスク軽減
◆地域資源発掘、商品開
発、商品力の磨き上げ、
販路開拓への支援対策
の強化
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【連携テーマ】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆新規立地件数
　H24～H27：40件

◆成長産業や県内
不足業種等にかか
わる有力企業が立
地し、県内企業を
巻き込んだ地域内
でのサプライチェー
ン化が進んでいる

◆製品の競争力の
向上や継続的な営
業活動により、売
上額が大きく増加
している

目指すべき姿（目標値）第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

◆商談会や見本市
を活用した外商活
動の活発化による
受注が増加すると
ともに、外商に関す
るノウハウを活か
し、積極的に営業
活動を行う企業が
育っている

・見本市・商談会開
催件数　50回（累
計）

・受注金額　20億
円（累計） （防災関
連・ものづくりの地

企業立地の推進

企業立地課：

農林水産物に付加価値を付ける食品加工などの地域資源を活用する分野、太陽光などの新エネルギー関連産業分野、本県製造業の高度化や製品

の県内での一貫生産を行ううえで不足する業種、雇用拡大に即効性を持つ事務系業種等の企業を誘致する

県工業振興課：県外の主要な見本市へ高知県ブースを設置して販路の拡大を行うと共にインターネットを活用した企業情報の発信と受注機会の確

保

産業振興センター：県内及び県外での商談会の開催

販路拡大

連 もの くりの地
産地消含む）

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

県工業振興課：県外の主要な見本市へ高知県ブースを設置して販路の拡大を行うと共にインターネットを活用した企業情報の発信と受注機会の確

保

産業振興センター：県内及び県外での商談会の開催

販路拡大
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連携テーマ【食品加工の推進】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

○ ○ ○

◆地域アクションプランの実
　 行を、個別のﾃｰﾏごとに徹
　 底して支援

　○支援ツールとして産振
　　 総合補助金、産振アド
　　 バイザーを活用

　☆産業振興推進ふるさと
　　 雇用事業費補助金（仮
　　 称）による支援、地域
　　 AP公募の実施

・地域産業振興監を本部
長とする「産業振興推進
地域本部」を設置し、支
援体制を整備
・地域アクションプランの
取り組みごとに実行支援
チームを設置し、取組等
の状況確認や調整を実
施
・事業支援として、産業振
興推進総合支援事業費
補助金や産業振興アドバ
イザーを活用
　 3年間の実績
　 産振総合補助金
　135件20.7億円（補助額
　ベース）
　産振アドバイザー
  　 224件
   ※ともに実績見込み

◆地域産業振興監を中
心とした産業振興推進地
域本部の体制のもと、地
域アクションプランの取り
組みごとに設置した実行
支援チームによるサポー
トにより、地域の取り組み
が雇用の確保や所得の
向上に繋がる事例が現
れ始めた

・地域アクションプランの
取り組みの地域への定
着・拡大
　　産振総合補助金等
　　を導入した事業の
　　地域の産業として
　　定着、拡大

・各地域における新たな
取り組みの創出

１．地域加工の取組支援

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策

◆年間販売額100万円未
満の製造者が約60％を
占めており、製造者の意
向も現状維持、減産が全
体の３／４に達するなど、
地域における加工の担い
手である農林漁家の生
産意欲が低い

◆消費者視点の売れる
商品づくりができていな
い

◆県内の農協や生産者
グループ等が、自らが生
産した農林水産物を原材
料として加工している農
林水産加工品の約90％
は、ユズの加工品

改革の方向

○ ○ ○ ○ ○

◆県内で９つの地域加工
グループが活動

◆多くのグループは経営
規模が零細で、安定した
雇用が困難

・漁村女性グループ等の
交流活動の支援、専門家
の派遣、講習会の開催等
による経営面や加工技術
面での支援を実施
◆儲けを実感し経営的視
点を持った取組への意
欲・自覚が高まり、持続
可能な活動への転換に
一定寄与できた。

◆今後も持続可能な経
営体質の確保
◆雇用の場として魅力の
ある労働条件等の確保
◆衛生管理面のレベル
アップ

◆雇用の安定に向けた活動
　を支援

○ ○ ○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

◆県内では、地域の集落
単位や任意団体・グルー
プ、NPOなど、比較的小
さな事業体が主体となっ
て、「地域活性化」を目的
に事業展開 している「小
さなビジネス」が数多くみ
られる
◆ビジネスのノウハウや
知識を身につける機会に
恵まれず、満足のいく販
売促進、情報発信、ＰＲ
活動等が出来ないため、
販路拡大につなげること
が難しい

・産業振興アドバイザー
制度の実施
◆事業者のニーズに応じ
たアドバイザーの派遣を
行い、新たな商品の開
発、販路開拓、事業者メ
ンバー内の意識共有等
につながった

◆多くの事例が、趣味、
生きがい、ボランティアな
どの意識を脱していない
ため、ビジネス意識を持
つことが必要。
◆事業者自身が認識して
いる課題が、事業の本質
的な課題と一致していな
い場合が多い。

◆課題とニーズに対応したア
ドバイザーの派遣

　○産業振興アドバイザー
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆新たな事業に挑
戦する事業者等が
増加し、地域の資
源を活用した商品
が次々と誕生する
とともに、地産地
消・地産外商の活
動を通じて、事業
が定着し、所得が
向上する

◆地域に雇用の受
け皿となる産業が
数多く育ち、若者が
地域に定着する

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

地域アクションプランの実行を支援

県：産業振興推進地域本部を引き続き設置し、本部会議を開催することにより、地域アクションプラン全体の進捗確認等を実施

地域アクションプランの取り組みごとに実行支援チームを設置し、事業ごとの進捗確認や支援を実施

県計画推進課：産業振興推進総合支援事業費補助金による支援

産業振興推進ふるさと雇用事業費補助金（仮称）による支援（２６年度まで）

産業振興アドバイザーによる支援

地域アクションプランへの民間事業者の自発的な参加（地域アクションプランの公募へのエントリー）の促進

Ｐ６９

別図（外２）参照

◆９グループ以上
が活動を継続し、
安定した雇用に貢
献

◆事業継続・拡大
により地域雇用に
貢献

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

◆ビジネスに関す
る専門的な知識や
技術を習得するこ
とで、生産性の向
上や販売促進など
の効果があらわれ
る
◆商品開発や販路
開拓などの新たな
事業展開に対して
アドバイザーを導
入した事業者の内
６割以上に効果が
現れる。

◆県内の各地域の
事業者等に利益
アップや所得向上
をもたらす
◆担い手が確保さ
れ、第一次産業の
強みが維持される
とともに、これらの
強みを活かした産
業間連携が新たに
進んでいる（若者の
県内定着、就業者
における生産年齢
人口の増加、就業
者数の維持）

事業者：課題やニーズに対応したノウハウの習得

県産業振興推進部：アドバイザー制度の周知と運営、各事業の本質的な課題を明らかにする仕組み作り

地域本部：事業者の課題の発掘、フォローアップ

漁村での雇用の場として持続可能な活動の展開

地域加工グループ：経営感覚をもった持続可能な活動の展開、衛生管理の強化等

漁協、市町村：円滑なグループ活動の実施に向けた支援

県漁業指導所、合併・流通支援課：グループの方向性に応じた各種研修制度等の活用支援、新たなグループの

掘り起こし

産業振興アドバイザーの派遣
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連携テーマ【食品加工の推進】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5
背景

第１期計画（H21～H23）の総括等
これからの対策

改革の方向

○ ○

◆今後、地域の活力を取
り戻すためには、地域資
源を効率的かつ最大限
に活用しながら、他産業
との連携や、農業者等
が、加工業への市場展開
を図ることにより、新たな
産業を創出し、地域内に
所得と雇用を生み出しな
がら、地域経済を活性化
していくことが求められて
いる。
◆農村の起業活動は着
実に増加しているが零細
な経営が中心

・各農業振興センターに
加工への取り組みを支援
する担当を配置し、農業
者が相談しやすい体制を
整備。総合的なコーディ
ネートを実施
・人材創造セミナーの実
施による先進地視察、地
域活性化計画策定支援
・国の６次産業化法総合
化事業計画認定に対す
るサポート体制の構築
・県産業振興の総合補助
金、国の交付金を活用し
た、新たな加工施設の整
備などへの支援を実施
◆意欲ある地域や団体
の高付加価値化の取り
組みに対して、技術的な
サポートや施設整備な
ど、ソフト・ハード両面か
らの支援策を実施した結
果、一部で加工品の商品
化、直販店の充実などの
動きが見られ始めた。

◆地域資源発掘、商品開
発、商品力の磨き上げ、
販路開拓への支援対策
の強化

◆地域資源の活用による付
加価値化の取り組みを助長す
る環境づくり（生産、加工、
サービス、観光、未利用資源
利用等）
★農業者等の生産から加工、
販売までの取り組みを総合的
に支援

２．産業化の取組支援
　　　（１）生産に関する施策

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

・前処理加工事業等の適
正規模モデルを作成
・新たな連携による事業
化の働きかけと補助金活
用等の支援を実施
・原料魚の安定確保や販
路確保の支援を実施
◆地域の特性や事業者
の事情に応じた前処理加
工等の事業化（7カ所）が
実現した。

・水産加工業交流促進協
議会を設置、開催（H23：
2回）
◆事業者間の交流によ
り、新たな取引につなが
る事例がみられた。

・６次産業化法に基づく計
画認定を受けた漁業者
の活動がスタート
◆生産者の加工・販売を
推進するうえで、６次産
業化法での支援が可能と
なった。

・県漁協手結支所の加工
施設の衛生管理改修を
支援
・水産加工の衛生管理に
関する講習会を開催
・すくも湾漁協の県版ハ
セップ認証取得を支援
◆衛生管理面のレベル
アップが一定進展

◆事業化した前処理加工
等の円滑な運営（原料魚
の安定確保等）
◆関係者間の情報交換
の場の提供等による新た
な連携の促進
◆漁業者が主体となった
生産・加工・流通の一体
的な取組の促進
◆県外等の取引に対応
できる衛生管理体制の強
化

◆★事業化を軌道に乗せる
　 活動への支援

◆★事業者間のマッチング
　 によるビジネス機会の
　 拡大

◆★漁業者による６次産業
　 の創出

◆○衛生管理の高度化を促
   進

◆県内の漁獲物のほと
んどが鮮魚での出荷
◆消費者・業務筋の省力
化志向の強まり
◆新たな前処理加工等
が県内各地で事業化
◆国が６次産業化法を制
定
◆安全・安心志向の定着
による、衛生管理への要
請

○

○

○

○

○

○

○

○
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

◆6次産業化による
加工品等の開発・
販路拡大事例が増
加

◆地域資源の付加
価値向上による雇
用創出、農家の所
得向上、農村地域
の活性化（６次産業
化ビジネスモデル
の創出）

農業者等 ：地域・集落固有の地域資源の発掘・活用と商品開発 、販路拡大

農業振興センター:地域企画支援員 ：商品開発・販路拡大に向けた支援

県関係課 ：商品開発、磨き上げの支援対策の整備

農家と製造業者、販売業者等とのマッチング支援

地域資源を活かした商品開発、販路拡大を支援

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

◆既存の前処理加
工等が軌道に乗
り、円滑な運営が
実現

◆漁業者による６
次産業化の取組
等、新たな水産加
工が事業化

◆県版ハセップの
認証を３つ以上の
加工場が取得

◆前処理加工等の
取組により魚価が
安定し、新たな産
業として定着

◆水産食料品の県
際収支の黒字幅を
拡大

事業化を軌道に乗せる活動への支援

加工事業者：前処理加工事業等の円滑な運営

県合併・流通支援課、漁業指導所：前処理加工事業等の円滑な運営の支援（原料魚確保、販路確保等）や新たな事業

の掘り起こし

事業者間のマッチングによるビジネス機会の創出

加工事業関係者、生産者等：情報交換等をきっかけとした新たな連携と取引の拡大

合併・流通支援課：情報交換の場の提供等による新たな連携の促進

漁業者による６次産業化の創出

漁業者：生産・加工・流通が一体となった新たな取組の実施

加工業者等：漁業者と連携した新たな取組の実施

６次産業化サポートセンター：計画策定の指導、取組の円滑な実行に向けたアドバイス

県合併・流通支援課、漁業指導所：取組の掘り起こし、計画策定と円滑な実行を支援

衛生管理の高度化を促進

加工業者等：県版ハセップの認証取得を視野に入れ、衛生管理体制を整備

市町村、合併・流通支援課：衛生管理のレベルアップをハード・ソフト両面で支援

県食品衛生課：衛生管理の高度化、改善に向けた指導、県版ハセップ認証の取得に係る指導
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連携テーマ【食品加工の推進】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5
背景

第１期計画（H21～H23）の総括等
これからの対策

改革の方向

・マーケットイン型商品づ
くりを支援
◆専門家のアドバイスを
生かした新たな商品開発
や、販路開拓、商品ＰＲ
方法などの実践手法を取
得

◆企業ニーズに対応した
きめ細やかな支援ができ
たが、ニーズに基づいた
アドバイスのためプロダ
クトアウト的になりがち

◆○首都圏マーケットと連携
した商品づくり

○ ○

◆加工用に利用できる原
料の掘り起こしと需要者
とのマッチングが必要

◆★県内食品加工業と産地と
のマッチング

○ ○

２．産業化の取組支援
　　　（２）加工に関する施策

・ものづくり地産地消セン
ターの開設
・ものづくり技術展示会の
開催
◆総合相談窓口が設置
され、県内でのものづくり
のニーズが集積すること
で、技術を提供できるも
のづくり企業とのマッチン
グが進んだ

・情報フローの確立（発注
予定情報等の受発注者

◆「ものづくり地産地消セ
ンター」を中心に、各関係
機関が連携して、迅速か
つ適切な相談対応に努
めるとともに、相談案件
の掘り起こしを行う

◆情報フローを通じた発
注予定情報等の収集に
ついて関係機関に徹底し
ていく

◆「ものづくり地産地消セン
ター」を中心としたマッチング
機会の創出

　◎「ものづくり地産地消セン
　　ター」の機能強化
　◎「技術力の見える化」と
　　「商談機会の拡大」

（加工等における現状）
◆食の外部化が進行して
いる現在、加工すること
によって、高付加価値を
つけ、流通させていくこと
の重要性が増加

◆新たな商品開発力が
不足

◆首都圏など大きな市場
の情報を的確に掴んだ商
品づくりができていない

◆小規模な経営体が多
く、大きな取引や加工用
設備の整備が難しい

◆産地側、食品加工企業
側ともに、お互いの情報
（栽培状況、技術力、情
報力）をよく知らないた
め、商品化に向けたマッ
チングができていない

・食品分野で企業や専門
家等で構成する研究会を
設置し、事業化を支援

◆研究会で事業化プラン
の作成や事業化に取り組
む企業が創出され、売上
高増加や新規雇用など
の成果が表れ始めた

◆研究会発事業化プラン
の作成に向けた取り組み
の加速

◆研究会発事業化プラン
に対するフォローアップ
の充実

◆食品産業研究会における
企業の事業化支援
○意欲のある企業の参加促
進
○事業化に向けた企業間連
携の促進
○個別支援アドバイザーの拡
大等による支援体制の強化
○研究会発事業化プランの実
現に向けた販売促進に関する
支援の強化

○ ○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

予定情報等の受発注者
側への提供）
◆収集した発注予定情報
等を関係団体を通じて受
発注者側に提供する情
報フローの仕組みを構築
したことにより、県内にお
ける受発注を生む機会を
作ることができ、「ものづ
くりの地産地消」につなが
る動きも見え始めた

○ ○
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

食料品製造業出荷
額　８００億円
（１０％ＵＰ）

第一次産業を伸ば
す食品加工業が自
立的な発展、成長
を遂げるとともに、
県外の加工業者が
企業誘致等により
県内で大規模な製
造を開始

ものづくり地産地消センター：

◆ものづくりの分野
で県内事業者どう
しが、自発的な取
引を活発に行い、
ものづくり企業の外
商活動が拡大して
いる。

◆生産者や製造業
者が、「ものづくり
の地産地消」の意
識をもち、製品づく
りに必要な技術や
資源の多くが県内
でまかなわれてい
る。

◆ものづくり地産地
消センターを介した
県内企業者間の

マーケットイン型商品づくりの支援

県内事業者：マーケットイン型の商品づくり

首都圏パートナー店：マーケット情報のフィードバック、

開発（改良）アドバイス

県地産地消・外商課：県内事業者の開発（改良）支援

パートナー店と連携した県内事業者の主体的な商

品づくりの支援

県内事業者：マーケットイン型の商品づくり

首都圏パートナー店：日常的な取引での助言

県地産地消・外商課：県内事業者の開発（改良）支援

加工用原料の掘り起こしとマッチング支援

生産者：加工用原料の掘り起こし

県関係課：情報共有と戦略の組み立て

県地産地消・外商課：情報共有の場の設置と調査及び

需要者へのマッチング推進

ものづくり地産地消センター：

・「ものづくりの地産地消」に関する各種の相談やマッチングへの支援、県内企業に関する情報の収集強化、商談を活性化する場の確保等を実施

ものづくりの地産地消推進プロジェクトチーム（庁内関係機関等）：

・庁内推進体制として、プロジェクトチームを設置し、各機関が有する情報の共有、相談案件等に対する支援策の検討等を行う

県計画推進課 工業振興課 地産地消 外商課

ものづくりの地産地消の推進

Ｐ４９

別図（食２）参照

Ｐ５０

別図（食３）参照

◆食品産業研究会
において、事業化プ
ランの作成、事業化
に取り組む多数の企
業を創出

◆研究会発事業化
プランの実現によ
り、高知らしい特徴
のある商品の開発
が進み、多くの雇用
を創出

マッチング件数
　　　　100件／年

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

意欲のある企業の参加促進

事業化に向けた企業間連携の促進

個別支援アドバイザーの拡大等による支援体制の強化

研究会発事業化プランの実現に向けた販売促進に関する支援の強化

県工業振興課：テーマ別研究会設置・運営、研究会発事業化支援事業費補助金制度の実施

県計画推進課、工業振興課、地産地消・外商課：

・第１次産業者・各地域本部・工業団体・食品加工団体等による情報共有の体制構築

・タイムリーな情報提供と情報フローの確立

県計画推進課、県産業振

興センター：

「食」のテーマに加え、他

分野への展開も視野に

入れた総合的な技術展

示会を開催

ものづくり企業、産業団

体等：

技術展示会への出展、技

総合的な技術展示会の

開催

県計画推進課、県産業振

興センター：

「食」のテーマに加え、他

分野への展開も視野に

入れた総合的な技術展

示会を開催

ものづくり企業、産業団

体等：

技術展示会への出展、技

総合的な技術展示会の

開催

県計画推進課、県産業振

興センター：

「食」や「防災」などのテー

マを設定し、テーマ別技

術展

示会を開催

ものづくり企業、産業団

体等：

技術展示会への出展、技

テーマ別技術展示会の

開催

県計画推進課、県産業振

興センター：

「食」や「防災」などのテー

マを設定し、テーマ別技

術展示会を開催

ものづくり企業、産業団

体等：

技術展示会への出展、技

術の紹介、商談

テーマ別技術展示会の

開催
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連携テーマ【食品加工の推進】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5
背景

第１期計画（H21～H23）の総括等
これからの対策

改革の方向

・農業・食品関係の企業
や団体への商品開発、品
質管理技術向上のため
の支援を行った
◆地域APの各課題とも
連携し、品質管理技術の
向上や商品化などにつな
がった

・企業によっては商品開
発力・品質管理能力が不
十分なところもあり、技術
レベルに合わせたきめ細
かな支援が必要

◆工業技術センターが行う技
術支援の充実
○企業等の技術課題に合わ
せたきめ細かな支援

○ ○ ○

○ ○

２．産業化の取組支援
　　　（２）加工に関する施策

・食品衛生管理認証制度
の推進
・食品高度衛生管理手法
認定制度の創設
・関係各課と連携した講
習会等による、自主衛生
管理の啓発

◆食品の衛生管理にお
けるＨＡＣＣＰ手法の重要
性は、一定以上の規模を
持つ施設を中心に浸透し
つつある。

◆主に県内流通食品を
対象とした製造･販売施
設が大半であり、県外流
通に対応できる食品の衛
生管理能力を持つ施設
が少数に留まる。

◆認証制度の更なる推
進

◆中･小規模施設のＨＡＣ
ＣＰ手法による自主衛生
管理の普及

◆○工場の衛生管理の高度
化を支援
　◎認証･認定取得に向けた
指導･支援の強化

　○関係各課と連携したうえ
での対象施設の掘り起こし

　○関連部所と連携した食品
表示に対する指導･支援

◆生産管理高度化研修
により、基礎知識を習得
◆個別調査と改善提案
により、管理体制が改善
された

◆参加者のニーズに応じ
た研修
◆事業者の主体的な取り
組みを推進するために
は、中核的な人材の育成
が必要

◆◎生産管理高度化に
おける基本の徹底と信
用の見える化に向けた
中核的人材の育成と
ネットワーク化

○ ○

◆表示のアドバイスによ
り、適正表示の意識が高
まった

◆表示に関する相談件
数も多く、外商の拡大に
向けては、引き続き、ワン
ストップの相談体制が必
要

◆◎外商の拡大に向け
た表示適正化の徹底

○ ○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

つつある。

◆各保健所に３名以上の
ＨＡＣＣＰ指名食品衛生監
視員を配置し、食品関連
事業者からの相談・指導
体制の強化をおこなっ
た。
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

◆全国レベルの加
工・品質管理技術
を持つ企業の増加

◆自立した商品開
発ができ、外商で
本当に売れる企業
へ

◆県外に販路を持
つ施設を中心にＨ
ＡＣＣＰ手法に基づ
く自主衛生管理手
法の必要性が認識
される。

◆認証施設数
　　　　　　３０施設

◆認定施設数
　　　　　　５０施設

◆ＨＡＣＣＰ手法に
基づく自主衛生管
理が広く浸透し、こ
れを取り入れた施
設が一般化する。

◆認証施設数
　　　　　　４０施設

◆認定施設数
　　　　　１００施設

食品･衛生課：認証･認定制度の普及推進（認証施設数：１３施設、認定施設数：０施設）

ＨＡＣＣＰ手法を用いた自主衛生管理認証・認定資格取得への誘導

福祉保健所：施設立入時における食品衛生管理方法及び表示に関するアドバイス及び指導

食品関係企業・団体への商品開発・生産管理高度化支援

県工業技術センター：

・食品関係企業・団体への商品開発等支援

・品質管理技術の高度化支援

・食品加工特別技術支援員の配置による商品開発の推進

・技術指導アドバイザーの派遣

衛生管理や適正な
表示が徹底され、
多くの事業者が外
商にチャレンジ

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

ワンストップの相談体制による適正表示の支援
国の動向も睨みつつ、庁内連携による適正表

示の支援

生産管理高度化における基本の徹底

中核的人材の育成とネットワーク化

（２年間で中核的人材２０人を育成）

事業者：生産管理高度化の実践

県地産地消・外商課：生産管理高度化研修の実施

中核的人材の育成とネットワーク化

中核的人材のネットワークを中心とした自立的な

生産管理高度化の実践への支援

事業者：生産管理高度化の実践

県地産地消・外商課：ネットワークを中心とした高度化支援

事業者：適正表示の実践

県地産地消・外商課：適正表示助言体制の整備

県表示所管部署：適正表示指導

事業者：適正表示の実践

県表示所管部署：適正表示指導

Ｐ４８

別図（食１）参照
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連携テーマ【食品加工の推進】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5
背景

第１期計画（H21～H23）の総括等
これからの対策

改革の方向

○ ○ ○ ○ ○

○

２．産業化の取組支援
　　　（３）人材に関する施策

◆県内では、地域の集落
単位や任意団体・グルー
プ、NPOなど、比較的小
さな事業体が主体となっ
て、「地域活性化」を目的
に事業展開 している「小
さなビジネス」が数多くみ
られる
◆ビジネスのノウハウや
知識を身につける機会に
恵まれず、満足のいく販
売促進、情報発信、ＰＲ
活動等が出来ないため、
販路拡大につなげること
が難しい

・産業振興アドバイザー
制度の実施
◆事業者のニーズに応じ
たアドバイザーの派遣を
行い、新たな商品の開
発、販路開拓、事業者メ
ンバー内の意識共有等
につながった

◆多くの事例が、趣味、
生きがい、ボランティアな
どの意識を脱していない
ため、ビジネス意識を持
つことが必要。
◆事業者自身が認識して
いる課題が、事業の本質
的な課題と一致していな
い場合が多い。

◆課題とニーズに対応したアド
バイザーの派遣

　○産業振興アドバイザー

◆産業人材の育成は、産
業界、高等教育機関、行
政がそれぞれ独自に行っ
ており、体系化されてい
ない
◆事業者等のモチベー
ションやビジネス基礎力
が不足
◆どのような研修を受講
すればよいか、何を目標
にすればよいかわからな
いとの声がある

・連携テーマの一つに「人
材の育成・確保」を掲げ
各種人材育成事業を実
施。
・産学官連携会議におい
て、プログラム作成につ
いて議論を実施。
◆基礎から実践まで一貫
した研修や先進地域の視
察、異業種の交流等によ
り、受講生の成果の兆し
が見えつつある。

◆産業界、高等教育機
関、行政間の情報共有及
び連携が必要
◆受講者のニーズやレベ
ルに沿って受講できる仕
組みが必要
◆受講者の意欲を引き出
す仕組みが必要
◆研修受講後のフォロー
アップが必要

◆★産学官連携による産業人
材育成

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

◆ビジネスに関す
る専門的な知識や
技術を習得するこ
とで、生産性の向
上や販売促進など
の効果があらわれ
る
◆商品開発や販路
開拓などの新たな
事業展開に対して
アドバイザーを導
入した事業者の内
６割以上に効果が
現れる。

◆県内の各地域の
事業者等に利益
アップや所得向上
をもたらす
◆担い手が確保さ
れ、第一次産業の
強みが維持される
とともに、これらの
強みを活かした産
業間連携が新たに
進んでいる（若者の
県内定着、就業者
における生産年齢
人口の増加、就業
者数の維持）

◆地域産業の担い
手を育成

◆ビジネスの基礎
を習得した人材の
育成
◆応用・実践編受
講者の内７割以上
が、商品開発や販
路開拓などの新た
な事業展開につな
がる

産業界：受講しやすい環境づくり、産学官連携会議への参画

県内高等教育機関（高知大学、高知県立大学、高知工科大学、高知高専等）：研修（教育）内容の検討、研修講師、

産学官連携会議への参画、

県：プログラム運営、全体調整、産学官連携会議への参画

事業者：課題やニーズに対応したノウハウの習得

県産業振興推進部：アドバイザー制度の周知と運営、各事業の本質的な課題を明らかにする仕組み作り

地域本部：事業者の課題の発掘、フォローアップ

産業振興アドバイザーの派遣

産業人材育成プログラムの実施

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

県立大学改革との連動の検討
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Ｈ
24
年
度
の
取
り
組
み

１
食
品
生
産
管
理
高
度
化
へ
の
支
援

～
基
本
の
徹
底
と
自
主
的
な
取
り
組
み
の
拡
大
に
向
け
た
人
材
育
成
～

別
図
（
食
１
）

⽣
産
管
理

⾼
度
化
研
修

は
じ
め
て
⾷
品
加
⼯

に
取
り
組
む

入 門

これ
ま
で

○
段
階
に
応
じ
た
メ

ニ
ュ
ー
の
構
築

課
題
と対

応

実
践
編

⼊
⾨
編

基
礎
編

⾷
品
事
業
者

全
て
の
事
業
者
が

同
じ
研
修
メ
ニ
ュ
ー

現
在
の
⽣
産
管
理
体

制
を
⾼
度
化
し
た
い

HA
CC
Pな
ど
に
取

り
組
み
た
い

基 礎 実

◆
⼊
⾨
編
・
基
礎
編

○
よ
り
⾼
度
な
中
核

的
な
⼈
材
の
育
成

実
践
編

現
地
研
修

り
組
み
た
い

践
◆

実
践
編
の
開
設

課
題
と対

応

現
地
研
修

（
各
企
業
）

全
体
の
底
上
げ

中
核
的

これ
ま
で

衛
⽣
管
理
に
対
す
る

課
題
解
決
は
、
⾃
社
内

で
完
結

○
優
良
な
取
組
事
例

等
の
情
報
交
換
の
場

づ
く
り
が
必
要

○
県
内
の
リ
ー
ダ
ー
が

課
題
と対

応
⾼
度
衛
⽣
管
理
⼿
法
の
導
⼊
へ

⼈
材
を
育
成

これ
ま
で

管
理
体
制
の
改
善
及

び
⾼
度
化
は
、
特
定
の

外
部
コ
ン
サ
ル
に
依
存

不
在

◆
県
内
⼤
学
と
連
携

し
た
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

づ
く
り

○
衛
⽣
管
理
を
学
び
た
い

○
社
内
⼈
材
を
育
成
し
た
い

県
内
⾷
品
事
業
者
が

抱
え
る
課
題

衛
⽣
監
視
・
指
導

県
認
証
制
度
推
進

健
康
政
策
部

情
報
交
換
会

優
良
事
例
調
査

県
内
⼤
学
と
の
連
携

○
設
計
を
相
談
し
た
い

○
⾒
直
す
べ
き
⼯
程
は
？

○
機
械
ｻﾆ
ﾃｰ
ｼｮ
ﾝは
？

○
HA
CC
Pに

取
り
組
み
た
い

○
商
品
品
質
を
向
上
さ
せ
た
い

○
他
社
の
優
良
な
取
組
事
例
を

知
り
た
い

商
品
設
計
指
導

依
頼
分
析
等
に
よ
る

助
⾔
・
指
導

商
⼯
労
働
部

（
⼯
技
Ｃ
）

表
⽰
適
正
化
⽀
援

課
題
と対

応
これ
ま
で

⽣
産
管
理
⾼
度
化
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築

知
り
た
い

○
他
社
で
起
き
た
事
故
等
の
要

因
・
対
策
を
共
有
し
た
い

○
⾷
品
の
事
故
を
起
こ
し
た
く

な
い

信
用
の

見
え
る
化

表
⽰
適
正
化
⽀
援

ﾜﾝ
ｽﾄ
ｯﾌ
ﾟ助
⾔
体
制

◆
⽀
援
を
継
続

中
核
的
⼈
材
が
中
⼼
と
な
り

HA
CC
P⼿

法
の
導
⼊
拡
⼤
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２
マ
ー
ケ
ッ
ト
イ
ン
型

の
商

品
開

発
支

援
～

棚
か
ら
始

め
る
商

品
づ
く
り
～

別
図
（
食
２
）

○
マ
ー
ケ
ッ
ト
の

実
需

に
基

づ
い
た
民

間
企

業
の

新
た
な
チ
ェ
レ
ン
ジ
を
支

援
し
、
本

県
の

食
品

加
工

業
の

拡
充

を
図

る
。

○
「
商

品
」
を
作

る
の

で
は

な
く
、
「
全

国
に
通

用
す
る
商

品
づ
く
り
の

成
功

事
例

」
を
作

り
、
広

げ
て
い
く
。

目 的

首
都

圏
高
知

県
実

需
マ
ー
ケ
ッ
ト
の

実
需

に
基
づ
く
モ
ノ
づ
く
り

地
産

外
商

公
社

関
西

、
中

部
：

大
阪

、
名

古
屋

事
務

所
と
連

携

選
加

産
地

食
品

企
業

消 費 者

パ
ー
ト
ナ
ー
店

高
知
県
の
商
品
や
原
材
料
を
気
に

入
っ
て
、
一
緒
に
取
り
組
ん
で
く
れ
る

高
品
質
ス
ー
パ
ー

（
３
店
舗
）

絆
づ
く
り

■
高
知
フ
ェ
ア
を
入
口
に
し
た
定
番
化
へ
の
取
り
組
み

商 品選 定
加 工 食 品

農 商 工 連

地 域 Ａ

６ 次 産 業

企 業 研 究

商 人 塾

工 技 Ｃ 支

産 振 Ｃ 支

成
功

事
例

実
際

の
売

り
場

を
継

続
し
て
確

保
！

（
ex
:季

節
ご
と
の
フ
ェ
ア
や
コ
ー
ナ
ー
化
）

■
季
節
（
テ
ー
マ
）
ご
と
の
棚
の
提
案

高
知
フ
ェ
ア

商
品
改
良

定
番
商
品

■
高
知
フ
ェ
ア
を
入
口
に
し
た
定
番
化
へ
の
取
り
組
み

展

募 集 ・ 産 地 訪 問

連 携
Ｐ

業 化
究 会

塾
支 援

支 援

産
地

と
企

業
企

業
と
企

業
の

連
携

強
化

■
加
工
品
と
生
鮮
の
ク
ロ
ス
販
売

し
ょ
う
が

柚
子

春
夏

秋
冬

■
季
節
（
テ

マ
）
ご
と
の
棚
の
提
案

開 例

問
農 業

水 産 業

商 工 業

衛 生

連
携
：
産
業
振
興

推
進

部
生 鮮

高
知

県
ら
し
い

商
品

群

し
ょ
う
が

×
加
工
品

柚
子

×
加

工
品

鮮
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園
芸

連
デ
ー
タ

県
調

べ
デ
ー
タ

農
企
業
情
報

（
産
振
Ｃ
含
む
）

商
工

現
状

３
加

工
用

原
材

料
の
利

用
促

進
～

産
地

と
企

業
の
マ
ッ
チ
ン
グ
支

援
～

別
図
（
食
３
）

県
漁

協
デ
ー
タ

市
場

統
計

水
工
業
統
計

等
そ
の
他

出
荷
場
に
出
て
こ
な
い
も
の
は
不
明
、

う
ま
く
活
用
し
て
く
れ
る
企
業
情
報
が
な
い

日
々
の
産
地
市
場
で
取
引
が
終
了
し
て
お
り
、
正
確
な
デ
ー
タ
は
不
明

個
別
企
業
の
詳
細
情
報
は
公
開
し
に
く
い

総
数

は
わ

か
る
が

、
個

別
は

わ
か

ら
な
い

産
地

食
品

加
工

企
業

例
）
規
格
外
や
未
利
用
と
な
っ
て
い
る
農

産
物

（
水

産
物

）
を
活

用
で
き
な
い
か

例
）
加

工
品

に
利

用
で
き
る
農

産
物

（
水
産
物
）
の
情
報
が
欲
し
い

産
地

側
の

加
工

用
原

材
料

の
情

報
を
収

集
し
、
か

つ
産

地
と
企

業
の

出
会

い
の

場
を
創

出
す
る
な
ど
し
て
、
加

工
企

業
と
の

素
材

の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行

う
こ
と
で
、
加
工

用
原

材
料

の
利

用
促

進
を
図

る
。

加
え
て
、
適

材
適

所
に
専

門
家

の
助

言
・
提

案
を
得

る
こ
と
で
、
加

工
用

原
材

料
の

発
掘

及
び
県

内
産

地
と
加

工
企

業
の

マ
ッ
チ
ン
グ
を
加

速
化

さ
せ

る
。

目
的

蓄
積
さ
れ
た
情
報
が
十
分
に
活
か
さ
れ
ず
、
マ
ッ
チ
ン
グ
の
機
会
が
失
わ
れ
て
い
る
ケ
ー
ス
が
あ
る
。

課
題

情
報

共
有
会
議
（
作
戦
会
議
）

現
在

の
情
報
共
有

・
・
・
ど
こ
に
、
ど
ん
な
も
の

が
、
ど
の

く
ら
い
･･
･

農
水

商
工

産
振

タ
ー
ゲ
ッ
ト
の

絞
り
込

み
・
・
・
加

工
用

（
未

利
用

）
原

材
料

は
、
ど
こ
の

、
ど
ん
な
も
の

に
可

能
性

が
あ
る
か

！

産
振

Ｃ
（
も
の

づ
く
り
Ｃ
）
含

む
・
県

内
ニ
ー
ズ
を
キ
ャ
ッ
チ

地
産
地
消

外
商
課
が

専
門

家
加
工
用
と
し
て
の
利
用
へ
の
目
利
き

地
産
地
消

・
外
商
課
が

全
体
を
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト

調
査

チ
ー
ム
の

結
成

＝
県

＋
専

門
家

＋
ア
シ
ス
タ
ン
ト

①
調

査
チ
ー
ム
が

候
補

の
産

地
概

況
を
調

査
②

加
工

用
（
未

利
用

）
原

料
候

補
の

特
定

他
の

取
組

と
も
連

携
産
地
と
加
工
業
者
と
の
出
会
い
の
場
（
農
業
振
興
部
）

地
産

地
消

の
推

進
（
地

産
地

消
外

商
課

）

情
報
共
有
会
議
（
作
戦
会
議
）

○ ど
○ 課

農

②
加

工
用

（
未

利
用

）
原

料
候

補
の

特
定

③
ア
シ
ス
タ
ン
ト
が

加
工

用
原

料
を
調

査
（
規

格
、
期

間
、
量

、
輸

送
体

系
・
・
・
）

④
ア
シ
ス
タ
ン
ト
が

デ
ー
タ
化

産
地

（
Ｊ
Ａ
や

部
会

）
と
の

調
整

・
産
地
と
加
工
業
者
と
の
出
会
い
の
場
（
農
業
振
興
部
）

・
地

産
地

消
の

推
進

（
地

産
地

消
・
外

商
課

）
・
食

品
分

野
研

究
会

（
商

工
労

働
部

）
・
前

処
理

加
工

支
援

（
水

産
振

興
部

）
・
も
の
づ
く
り
地
産
地
消
セ
ン
タ
ー
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

・
も
の
づ
く
り
総
合
技
術
展

・
・
・
・
ほ
か

ど こ へ 情 報 を

提 供 す る か ？

課 題 を 誰 が

調 整 す る か ？

農 水 商
工

（
産
振
Ｃ
含
）

＜
マ
ッ
チ
ン
グ
事
例
（
想
定
）
＞

■
モ
デ
ル

的
な
案

件
（
一

部
産

地
で
供

給
可

能
等

）

・
加
工
企
業

・
惣
菜
業

・
給
食
業

等
■
広
範
的
な
案
件

（
県

内
全

域
に
量

が
多

い
等

）

産
地

（
漁

協
や

業
者

）
と
の

調
整

加
工

企
業

等
と
の

調
整

企
業

惣
菜
業
等
と

調
整

課
題
を
解
決
し
な
が
ら
マ
ッ
チ
ン
グ

産
振

・
食
品
研
究
会

・
県
外
企
業

等

ア
イ
デ
ア

（
専

門
家

）

調
査
デ
ー
タ

利
用

価
値

を
高

め
る
提

案

企
業
・
惣
菜
業
等
と
の
調
整

＜
マ
ッ
チ
ン
グ
時

の
視

点
＞

県
内

で
の

マ
ッ
チ
ン
グ
（
も
の

づ
く
り
の

地
産

地
消

）
を
優

先
し
、
県

内
加

工
が

不
可

能
な
も
の

は
地

産
外

商
を
視

野
に
入

れ
る
。
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Ⅰ 産業間の連携戦略 
 
 

１ 地産地消・地産外商戦略の 

展開 

 
（４）地産外商の推進 
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連携テーマ【地産外商】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

◆産業分野ごとに販売促
進の支援は行われてい
るが、産業間の連携によ
る取組が弱い

○ ○ ○

◆産業分野ごとに販売促
進の支援は行われてい
るが、産業間の連携によ
る取組が弱い

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

１．総合的な支援 ・新しい組織を設置し、産
業間で連携して県産品の
販売を促進
◆産業間の連携により商
品の開発・改良から流
通・販売まで、トータルに
県産品の販路開拓・販売
拡大を支援する体制が構
築された

◆多様な販路の確保やさ
らなる販売拡大にむけ、
継続的な支援体制の確
保が必要

◆◎県産品の販売促進のた
め、産業間で連携して支援

・地域産業振興監を本部
長とする「産業振興推進
地域本部」を設置し、支
援体制を整備
・地域アクションプランの
取り組みごとに実行支援
チームを設置し、取組等
の状況確認や調整を実
施
・事業支援として、産業振
興推進総合支援事業費
補助金や産業振興アドバ
イザーを活用
　 3年間の実績

産振総合補助金

・地域アクションプランの
取り組みの地域への定
着・拡大
　　産振総合補助金等
　　を導入した事業の
　　地域の産業として
　　定着、拡大
・各地域における新たな
取り組みの創出

◆地域アクションプランの実
行を、個別のﾃｰﾏごとに徹底
して支援

　○支援ツールとして産振
　　 総合補助金、産振アド
　　 バイザーを活用

　☆産業振興推進ふるさと
　　 雇用事業費補助金（仮
　　 称）による支援、地域
　　 AP公募の実施

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

　 産振総合補助金
　135件20.7億円（補助額
　ベース）
　産振アドバイザー
  　 224件
   ※ともに実績見込み

◆地域産業振興監を中
心とした産業振興推進地
域本部の体制のもと、地
域アクションプランの取り
組みごとに設置した実行
支援チームによるサポー
トにより、地域の取り組み
が雇用の確保や所得の
向上に繋がる事例が現
れ始めた
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆商品発掘や新商
品の企画、流通・販
売にいたるまでトー
タルで県産品の販
売支援が行われて
いる

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

◆大都市市場に
様々な販路が生ま
れ、競争力のある
多くの県産品が送
り込まれている

◆新たな事業に挑
戦する事業者等が
増加し、地域の資
源を活用した商品
が次々と誕生する
とともに、地産地
消・地産外商の活
動を通じて、事業
が定着し、所得が
向上する

◆地域に雇用の受
け皿となる産業が
数多く育ち、若者が
地域に定着する

産業間の連携による支援

県：産業振興推進本部・産業振興推進部による産業間で連携した支援

地産外商公社：官民協働で「まるごと高知」の物販・飲食機能の運営や外商活動を行い、関係機関と連携しながら県内の生産者・事業者の販路開拓・

販売拡大を支援

地産外商推進協議会：「まるごと高知」の評価・改善に関する協議のほか、地産外商に関する各産業分野間の連携や官民協働による具体的な地産

外商の実践に関する協議を実施

県地産地消・外商課：地産外商推進協議会の運営

地域アクションプランの実行を支援

県：産業振興推進地域本部を引き続き設置し、本部会議を開催することにより、地域アクションプラン全体の進捗確認等を実施

地域アクションプランの取り組みごとに実行支援チームを設置し、事業ごとの進捗確認や支援を実施

県計画推進課：産業振興推進総合支援事業費補助金による支援

産業振興推進ふるさと雇用事業費補助金（仮称）による支援（２６年度まで）

産業振興アドバイザーによる支援

地域アクションプランへの民間事業者の自発的な参加（地域アクションプランの公募へのエントリー）の促進

Ｐ６９

別図（外２）参照

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる
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連携テーマ【地産外商】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

◆販路のステージが上が
るのに比例して商品のさ
らなるレベルアップが求
められており、フィード
バックされた情報を活用
した商品の磨き上げを強
化する必要がある

◆「まるごと高知」を活用
する事業者の増加

◆◎「まるごと高知」の活用等
によるテストマーケティング機
会の提供や、首都圏の消費
者やバイヤー等の情報の
フィードバック充実による商品
磨き上げの強化 ○ ○

◆地域資源を活用した商
品を発掘する機会と効果
的な商品PRの確保

◆○地域資源を活用した商品
をコンクール形式で発掘し、
県内外での商品PRを行うとと
もに、商品に対する消費者情
報等のフィードバックを行い、
磨き上げ支援を強化

◆商品企画の弱さ等から
市場ﾆｰｽﾞに合った商品
の提供力が弱い

・産業振興アドバイザー
制度の実施
◆事業者のニーズに応じ

◆多くの事例が、趣味、
生きがい、ボランティアな
どの意識を脱していない

◆課題とニーズに対応したア
ドバイザーの派遣

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

２．商品の磨き上げを支援

これからの対策
改革の方向

◆県外市場を視野に入
れた商品づくりが十分で
きていない
・優れた地域資源があり
ながら全国に展開してい
る商品はごく一部に止
まっている

◆首都圏の既存のｱﾝﾃﾅ
ｼｮｯﾌﾟは、郊外型の立地
のため消費者情報の生
産者へのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ機能
や情報発信力が十分で
ない

◆地域資源を活用した新
しい取組が少ない

・東京・銀座に新しくアン
テナショップ（まるごと高
知）を設置し、県内事業
者へテストマーケティング
機会を提供するほか、外
商活動を通じて収集した
首都圏の消費者やバイ
ヤー等の情報のフィード
バックを実施
◆首都圏をはじめとする
県外市場にチャレンジす
る事業者が増加し、消費
者の視点に立った魅力あ
る商品づくりが進められ
ている

・地域産品開発の意欲の
ある事業者について、発
掘から育成まで関係機関
と連携したサポートを実
施(産業振興ｾﾝﾀｰの専
門家や各種助成制度の
紹介、事業者への必要と
する情報提供等)
◆新たな販売機会の確
保や商品開発を実施する
事業者が増加し、県外市
場にチャレンジする地域
資源を活用した商品が増
加した

地域団体商標登録数

高知県： 4件

全 国：406件

地域団体商標：地域の

名称及び商品（ｻｰﾋﾞｽ）

の名称等から商標につ

いて、一定の範囲で周

知された場合に、事業

協同組合等の団体によ

る登録を認める制度。

「土佐打刃物」等4件が

登録済み

の提供力が弱い

◆食品製造業は零細企
業が多く企業体力が弱い
ことなどから出荷額が低
迷している

◆事業者のニ ズに応じ
たアドバイザーの派遣を
行い、新たな商品の開
発、販路開拓、事業者メ
ンバー内の意識共有等
につながった

どの意識を脱していない
ため、ビジネス意識を持
つことが必要。
◆事業者自身が認識して
いる課題が、事業の本質
的な課題と一致していな
い場合が多い。

　○産業振興アドバイザー

○ ○ ○ ○ ○

◆○商品カテゴリー別のブラ
ンド化の推進を支援

◆◎試験研究機関の充実・強
化（新商品の開発や技術支援
等）、試験研究機関と生産者
等のマッチングの推進

◆◎産学官連携による新商
品の開発を支援

◆主に県内流通食品を
対象とした製造･販売施
設が大半であり、県外流
通に対応できる食品の衛
生管理能力を持つ施設
が少数に留まる。

◆認証制度の更なる推
進

◆中･小規模施設のＨＡＣ
ＣＰ手法による自主衛生
管理の普及

◆○工場の衛生管理の高度
化を支援
　◎認証･認定取得に向けた
指導･支援の強化

　○関係各課と連携したうえ
での対象施設の掘り起こし

　○関連部所と連携した食品
表示に対する指導･支援

○ ○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

・食品衛生管理認証制度
の推進
・食品高度衛生管理手法
認定制度の創設
・関係各課と連携した講
習会等による、自主衛生
管理の啓発

◆食品の衛生管理にお
けるＨＡＣＣＰ手法の重要
性は、一定以上の規模を
持つ施設を中心に浸透し
つつある。

◆各保健所に３名以上の
ＨＡＣＣＰ指名食品衛生監
視員を配置し、食品関連
事業者からの相談・指導
体制の強化をおこなっ
た。
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆商品の磨き上げ
に積極的に取り組
む事業者が増加し
ている
（「まるごと高知」で
のテストマーケティ
ング商品120商品/
年）

◆コンクールへの
応募商品が増加し
ている
(269商品→300商
品)

◆県内の各地域の
事業者等に利益
アップや所得向上

◆ビジネスに関す
る専門的な知識や
技術を習得するこ

目指すべき姿（目標値）第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

県内事業者：首都圏での外商活動の拠点として「まるごと高知」を積極的に活用、「まるごと高知」におけるテストマーケティング等への積極的な参

加

地産外商公社：県内での商品発掘を行うと同時に、「まるごと高知」の物販・飲食機能の運営や外商活動を通じて収集した首都圏の消費者やバイ

ヤー等の情報を県内の生産者・事業者にフィードバックするとともに、県や産業振興センター、金融機関との連携により、商品の磨き上げを支援

地産外商公社・県：県産品情報ネットワークの活用、まるごと高知報告会の開催等による、県内事業者へのまるごと高知活用の継続的なＰＲ

県内事業者：商談会など外商機会への積極的な参加

県地産地消・外商課：地産外商公社が実施するテストマーケティングの結果や、公的機関等が実施する商談会等を通

じて得た情報を踏まえて事業者が行う商品の改良等の取組を、地産外商商品ブラッシュアップ支援事業により支援

「まるごと高知」の活用等による商品の開発・改良への支援

消費者やバイヤー等の情報を活かした商品の磨き上げへの支援

県内事業者：地域資源を活

用した商品の開発

県地産地消・外商課：「土

佐のいい物おいしい物発

見コンクール」を開催し、商

品の発掘を行うとともに、

県内外での商品PRと磨き

地域資源を活用した商品

の発掘とPR支援

地域資源を活用した商品

の発掘とPR支援

県内事業者：地域資源を活

用した商品の開発

県地産地消・外商課：「土

佐のいい物おいしい物発

見コンクール」を開催し、商

品の発掘を行うとともに、

県内外での商品PRと磨き

アップや所得向上
をもたらす
◆担い手が確保さ
れ、第一次産業の
強みが維持される
とともに、これらの
強みを活かした産
業間連携が新たに
進んでいる（若者の
県内定着、就業者
における生産年齢
人口の増加、就業
者数の維持）

技術を習得するこ
とで、生産性の向
上や販売促進など
の効果があらわれ
る
◆商品開発や販路
開拓などの新たな
事業展開に対して
アドバイザーを導
入した事業者の内
６割以上に効果が
現れる。

◆ＨＡＣＣＰ手法に
基づく自主衛生管
理が広く浸透し、こ
れを取り入れた施
設が一般化する。

◆認証施設数
　　　　　　４０施設

◆認定施設数
　　　　　１００施設

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

◆県外に販路を持
つ施設を中心にＨ
ＡＣＣＰ手法に基づ
く自主衛生管理手
法の必要性が認識
される。

◆認証施設数
　　　　　　３０施設

◆認定施設数
　　　　　　５０施設

事業者：課題やニーズに対応したノウハウの習得

県産業振興推進部：アドバイザー制度の周知と運営、各事業の本質的な課題を明らかにする仕組み作り

地域本部：事業者の課題の発掘、フォローアップ

食品･衛生課：認証･認定制度の普及推進（認証施設数：１３施設、認定施設数：０施設）

ＨＡＣＣＰ手法を用いた自主衛生管理認証・認定資格取得への誘導

福祉保健所：施設立入時における食品衛生管理方法及び表示に関するアドバイス及び指導

県試験研究機関：地域特産物のブランド化技術支援

県試験研究機関：商品や製品の開発・技術支援

県内大学等：植物プランクトンを大量培養して医薬品開発用の化合物やオイル、機能性物質等を得るための研究等実施＜海洋深層水研究所＞

産業振興アドバイザーの派遣
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連携テーマ【地産外商】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

◆◎「まるごと高知」を首都圏
での外商活動の拠点とした、
県内事業者の販路開拓・販売
拡大の支援

◆◎官民協働による効果的な
物流の仕組みづくり

◆◎官民協働による外商活
動のさらなる展開

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

３．県産品の販路の拡大を支
援

◆首都圏をはじめとする
大消費地への県産品や
観光等の情報発信力が
弱く、売込みが十分でき
ていない
(首都圏の既存のｱﾝﾃﾅ
ｼｮｯﾌﾟの現状)
・郊外型の立地で、規模
が小さいため消費者情報
の生産者へのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
機能や情報発信力が十
分でない(再掲）
・他の小売業者や飲食業
者へ売り込んでいく卸売
機能がない

・高知県を総合的に売り
出す営業拠点として東京
都心に新しいアンテナ
ショップ（まるごと高知）を
設置し、県内事業者の販
路の拡大を支援
◆首都圏をはじめとする
県外への情報発信を強
化して高知県を丸ごと売
り出すことで、県産品の
多様な販路を確保し、販
売が拡大している

・食品外販協同組合によ
る販路開拓の支援
◆県外卸・量販店等への
販路開拓、展示・商談会
などでの販売促進が進ん
だ

・消費者及び企業、事業
者に向けた情報発信を行
い県産品の販売や商談
会等の外商機会を展開
◆高知フェア、商談会等
の開催による外商機会が
確保できた

◆販売力不足による県外
への販路確保ができてい
ない小規模事業者が多
いため、まるごと高知の
活用をさらにＰＲする必要
がある

◆大都市から離れている
という地理的なハンディを
克服するための新たな物
流の仕組みを構築する必
要がある

◆県産品の認知度向上
を図り、ビジネスに結び
付く外商活動の展開が必
要である
・業務筋(外食・中食等)等
へ新たな需要の掘り起こ
しを継続的に実施、PRす
る必要がある

○

ｱﾝﾃﾅｼｮｯﾌﾟの来場者数

の県別比較

都道府県名 来場者数

(H19)

◆◎高知フェア等更なる県産
品の認知度向上に向けた外
商機会を展開し、県内事業者
の販路開拓・販売拡大を支援
・大型量販店との包括協定を
生かした認知度向上の取組

◆◎全国的な展示商談会や
見本市等への出展による相
互のビジネスマッチングを推
進することによる、外商機会
の展開・強化

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

沖縄県 ２３４万人

北海道 ２０６万人

新潟県 ９１万人

岩手県 ６０万人

鹿児島県 ５０万人

香川県・ ４６万人

愛媛県

※ 高知県 １１万人

既存のｱﾝﾃﾅｼｮｯﾌﾟは首都圏

に立地している27道県のう

ち、利用者数、売上額ともに

15位。他県平均と比べて、

利用者数で39％、売上額で

38％と低位にある
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆高知県産品が日
本を代表するブラ
ンドになっている

◆官民協働での新
たな物流の仕組み
により多くの県産品
が効率的に首都圏
等に輸送されてい
る

◆大都市市場の
ニーズや様々な販
路に対応した県産
品が誕生すろととも
に、「まるごと高知」
を拠点とした情報
発信、外商活動に
より本県の認知度
が向上し、販路が
飛躍的に拡大して
いる
◆「まるごと高知」
設置による経済波
及効果
（H27:25億円）
◆情報発信の広告
換算:25億円

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

県内事業者：「まるごと高知」を首都圏での外商活動の拠点として積極的に活用

地産外商公社：県内での商品発掘を行うと同時に、「まるごと高知」の物販・飲食機能の運営や外商活動を通じて県産品の販路開拓・販売拡大を支

援

地産外商公社・県：県産品情報ネットワークの活用、「まるごと高知報告会」の開催等による、県内事業者へのまるごと高知活用の継続的なＰＲ

「まるごと高知」を首都圏での外商活動の拠点とした、県内事業者の販路開拓・販売拡大の支援

県産品の外商活動を行う協同組合の活動支援

より効果的・効率的な物流の仕組みづくりの支援

県内事業者：効果的な物流の仕組みづくり

県地産地消・外商課：物量の把握などによる効果的な物

流の仕組みづくりへの支援

◆県産品の認知度
が向上し、定番化
商品が拡大

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

県産品の外商活動を行う協同組合の活動支援

全国的な展示会や見本市への出展支援

県内事業者：県及び高知県地産外商公社など関係公的機関と連携して地産外商活動を展開する高知県食品外販協同組合の運営、効率的な外商

活動の展開

県地産地消・外商課：高知県食品外販協同組合の運営、効率的な外商活動の支援

高知フェア等の開催

県内事業者： 事前商談会等への参加、高知フェア出展(人員派遣)、消費者情報及びバイヤーのアドバイスを踏まえた商品の開発・改良

高知県地産外商公社： 高知フェア・商談会の企画、出展フォロー、県内事業者への フィードバック

県地産地消・外商課： 高知県地産外商公社と連携した外商活動の支援、高知フェア・商談会の開催、外食関係団体の産地訪問等、県産品のＰＲ

県内事業者：出展事業者の選考会、事前セミナー、展示商談会への出展、事後フォロー

高知県地産外商公社：展示商談会の出展企画、出展者の募集・選考、出展効果を高めるためのセミナー、事後フォロー

県地産地消・外商課：高知県地産外商公社と連携した外商活動の支援、出展商品のPR
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連携テーマ【地産外商】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

・各企業のステージに応
じた、きめ細やかな海外
展開（ビジネスマッチン
グ）へのサポートと体制
強化による強力なセール
ス活動の推進
◆新たに貿易に取り組む
企業が増加し、ビジネス
に結び付く多様な販路を
確保するとともに商談機
会も拡大した

◆海外における高知県
及び県産品の認知度が
低い

◆海外展開に対する県
内企業の知識や経験が
十分でない

◆◎本県に優位性のある品
目を中心にした海外への販路
拡大

◆◎貿易を担う人材育成の強
化

・高知まるごとネットの運
営等、県産品に関する情
報発信機能の充実・強化
(ホームページの充実)
◆県産品情報の充実に
伴い、県外からのアクセ
スも順調に増加している

◆継続的に運営すること
でアクセスのさらなる増
加が必要

◆◎県産品に関する情報発
信機能の充実・強化(ホーム
ページの充実)

３．県産品の販路の拡大を支
援

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

◆県外市場における本
県水産物への評価は総
じて低調（脂が少ない等）
◆これまでは品目別の販
売活動が脆弱で、カツオ
以外の認知度は今ひとつ

・本県を代表するカツオ、
キンメダイ、ゴマサバを地
産外商加速化品目に指
定し、認知度向上等の事
業に着手（H22～）
・高知県漁協が中心とな
りカツオ、キンメダイ、ゴ
マサバの３魚種を対象と
した５漁業でマリン・エコ
ラベル・ジャパンの認証
を取得（H23）

◆マリン・エコラベルの消
費者・流通加工業者への
普及
◆マリン・エコラベルを活
用した本県産水産物の県
外での認知度向上
◆加速化品目ごとの推進
組織による主体的な外商
活動の継続

◆地産外商加速化品目戦略
の推進
○推進組織による主体的な認
知度向上対策の実施
○マリン・エコラベル・ジャパン
の普及

◆カツオ、キンメダイ、ゴ
マサバのブランド化を担
う地域の推進組織が立ち
上がるとともに、マリン・
エコラベルの認証を取得
し、今後こうした活動が地
産外商に結び付くよう支
援する必要がある。

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

○
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

豊富なノウハウと
人材を活用して多く
の県内企業が貿易
に積極的・継続的
に取り組んでいる

◆Eコマースサイト
への誘導数が増加
し、県内事業者の
インターネットを活
用した販売拡大に
つながっている。
(H23) 7,000件/月
　　　　　↓
(H27)10,000件/月

◆貿易に継続的に
取組む事業者（食
品関係）が倍増して
いる。

食料品輸出事業者
(H23) 25社
　　　→(H27) 50社

輸出額
(H23) 約1億円
　　→(H27) 2億円

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

県内事業者：Eコマースを活用した販路拡大の展開、webモニターの積極的な活用

県地産地消・外商課：高知まるごとネットを運営し、県産品を中心に高知を丸ごと情報発信

県産品に関する情報発信機能の充実・強化

県地産地消・外商課：貿易促進コーディネーター及び海外事務所による国内外における県内事業者の活動支援、貿易セミナー等の開催による、海

外での販売促進活動等（中国、シンガポール、香港、台湾等）、輸出商談会、海外市場調査

県地産地消・外商課：これまでの海外事業を基礎としながら、本県に優位のある品目を中心としたプロモーションの強化やフェア・商談会等の機会の

拡大と展示会への出展充実による認知度の向上など、更にステップアップするための施策を展開

食品系を中心に輸出促進を支援

県内事業者：研修への積極的な参加

県地産地消・外商課：各種セミナーや人材育成プログラム等に基づいた研修の実施

貿易を担う中核的な人材の育成

Ｐ６８

別図（外１）参照

◆地産外商加速化
品目の推進組織に
よる主体的な外商
活動が定着

◆関西市場を中心
に、高知県の水産
物は品質が高いと
のイメージが浸透
し、他産地よりも高
値で取引

◆主要な魚種・地
域でマリン・エコラ
ベル・ジャパンの認
証を取得し、認知
度が向上

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

地産外商加速化品目の推進組織による認知度向上対策の実施

推進組織（漁協等）：主体的な認知度向上対策を実施

県合併・流通支援課：推進組織の取組を人的・財政的に支援

マリン・エコラベル・ジャパンの普及

漁協・流通加工業者：認証の取得と販売活動への活用

市町村：認証取得者への財政的支援活用

県合併・流通支援課：認証制度のPRと認証取得への人的・財政的支援
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連携テーマ【地産外商】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

・大消費地に流通拠点を
設置（10箇所）

◆流通拠点を利用した土
佐材の流通が進んだ

◆流通拠点の利用を拡
大し、土佐材流通量の増
加に取り組む

◆○大消費地に設置した流
通拠点を活用した土佐材流通
量の拡大

・協同組合高知木材セン
ターの設立
・共同輸配送や定期輸送
体制の検討

◆協同組合高知木材セ
ンターによる製品流通を
開始
◆関西方面への共同輸
配送を実施

◆製品の高品質化と販
売供給力の強化

◆○県外販売の窓口を一元
化し、製品の安定供給を促進
　★県外販売の窓口の一元
　化に向けた販売管理ネット
　ワークシステム構築を支援
　○共同乾燥等の共同事業
　による商品力と販売力の向
　上を支援

・土佐材流通促進協議会
の設立
・消費地セミナーの実施
・産地セミナーの実施
・展示販売会の実施
◆県内企業が一体化し、
県外への活発な外商活
動を開始

◆消費地セミナー等の出
席者へ継続的にアフター
フォローを実施することに
より、商取引につなげる
ことが必要。

◆大消費地への販路拡大
○消費地セミナーを、消費地
商談会にステップアップし、新
たな顧客との関係構築
○消費地商談会での新規顧
客等に向けた、産地ツアーの
実施により商取引を拡大
○展示販売会の実施により、
土佐材の知名度アップとロット
販売量を増加

◆大消費地から遠隔地
にあるとともに、取引単
位が小さいことから、輸
送コストがハンディとなっ
ている

◆個々の事業体では営
業力に限界があるため、
市場に頼らざるを得ない
が、年々売り上げは減少
している。

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

３．県産品の販路の拡大を支
援

◆顔の見える取引や産
地ブランドの確立に向け
た取引が始まっている

◆森林県でありながら、
戸建て住宅の木造率が
全国平均を下回っている

◆ＪＡＳ工場の製品出荷量を
増やして、ＪＡＳ製品の安定供
給体制を確立
○各ＪＡＳ工場の製品出荷量
の増加
○ＪＡＳ認定（構造用製材機械
等級）工場の拡大

◆産地や品質の証明など、地
域材ブランド化を推進し、商品
力を向上

・消費地の工務店等との
ネットワークづくりを促進
し、消費地で土佐材をPR
する、「土佐材パートナー
企業登録制度」を創設
　登録数32社（団体）

◆木造住宅への土佐材
利用が広まった

◆まだまだ認知度不足の
ため、企業と連携し土佐
材のファンを増やす取組
みを展開

◆パートナー企業の増加と土
佐材利用住宅の拡大
○消費地商談会や産地ツ
アー参加者のパートナー化に
よる土佐材利用住宅の拡大

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

・ＪＡＳ認定取得への支援
・性能表示木材の流通支
援
◆ＪＡＳ認定工場が15社
となり、性能表示木材の
生産と流通が進んだ

・トレサビリティのガイドラ
インを作成
・産地を明らかにした規
格化住宅の開発
・木づかい固定量認証制
度の実施

◆地域材のブランド化や
商品力が高まった

◆ＪＡＳ製品の安定供給
体制の確立
○各ＪＡＳ工場の出荷量
の増加により、格付けに
かかるコストを削減。
○県産ＪＡＳ製品の市場
評価を得る

◆付加価値を高める地
域材のブランド化の推進

○
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆流通拠点を利用
した販路拡大が進
み、県産材の流通
量が拡大している。

県外の土佐材等の
建築棟数150棟/年
間

パートナー企業が
増加し、大消費地
などで土佐材の知
名度が定着し、取
引が展開されてい
る。

◆既存企業の製品
は、窓口を一元化
することで、効率的
な流通体制が確立
されている。

◆製品市場の機能
を改善・活用するこ
とで、営業力を強
化し、消費者の求
める製材品の質・
量を確保、供給で
きている。

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

拠点を活用した流通の効率化の推進

業界団体又は事業体：県外流通拠点の設置、ロットによる流通量の拡大と建築工程に応じた配送システムによる拠点利用を推進

木材産業課：流通拠点を活用した流通の効率化を支援

県外流通販売窓口一元化の仕組みづくり

事業体：県産材製品の流通量拡大のため、製品市場を中

心にした地産外商に関する営業窓口一元化の仕組みづく

りと、共同輸配送等の共同事業に取り組む

業界団体：県外流通販売窓口の一元化に向けた取組に対

する協力

県木材産業課：県外流通販売窓口の一元化に向けた取組

を支援

事業体：木材センターに一元化された外商活動の窓口と共同事業により、県産製材品

の流通量の拡大に取り組んでいる。

県外流通販売窓口一元化による製品流通の拡大

事業体：消費地商談会の実施により新規顧客の獲得、消費地商談会を契機に産地へ呼び込み、商取引へ繋げる展示販売会の実施により、土佐材の

知名度アップとロット販売量の増加

業界団体：商談会などの外商活動の場の設定

県木材産業課：県外事務所と連携した県の信用力を活かした営業支援の実施、「土佐の木販売促進支援事業」による支援

事業体や団体等と連携した営業活動の推進

◆ＪＡＳ認定工場の
製品出荷量に占め
るＪＡＳ製品の割合
が３０％以上となっ
ている。

◆ＪＡＳ製品が安定
供給がされており、
県内外の市場から
評価を得ている。

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

県外での土佐材利用住宅の拡大

事業体：邸別販売による「顔の見える取引」の推進

業界団体：ＨＰ等によるＰＲ活動の推進

木材産業課：「土佐材パートナー企業」による、県産材の知名度向上と土佐材利用住宅拡大の取組を支援

県木材産業課：ＪＡＳ認定

（機械等級）の取得支援

県木材産業課：ＪＡＳ製品の安定供給体制の確立、助成制度を活用した性能表示材の

流通支援

ＪＡＳ認定工場：製品出荷量のＪＡＳ製品割合を増やし、安定的な供給体制を確立

業界団体：ＪＡＳ製品流通量の拡大に向けたＰＲ活動

ＪＡＳ表示製品の流通量の拡大

事業体：産地や品質の証明など、地域材ブランド化に向けた取組

県関係課：高知県ＣＯ２固定量認証制度の促進など

地域材ブランド化の推進
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連携テーマ【地産外商】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

◆知的財産に対する認
識が十分でなく、地場技
術や地域資源を再評価し
たうえで、知的財産として
活用していく必要がある

◆中小企業が多く、研究
開発型企業が少ないた
め、知的財産を事業に活
用する意識が薄い
◆県内での成功事例を
作りだし、他へ普及させ
ることが必要

◆○知的財産に関する普及
啓発を継続し、意識と知識を
向上

○ ○

◆◎知的財産の取得と管理
の推進

◆◎地域アクションプランをは
じめとする産業振興計画との
連動した取組の強化

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

４．知的財産の有効活用 ・知的財産の総合支援窓
口の開設（発明協会）に
よる支援
・知的財産に関するセミ
ナーの開催などによる普
及啓発啓発活動
・専門家（弁理士）による
相談会の開催

◆知的財産に対する理
解が広がりつつある
◆具体的に活用する事
例をさらに増やしていく必
要がある

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

　
◆知的財産セミナ
ー参加者の拡大
→　年間470人
（H22年度実績を
20％増加）

　
◆特許権等が有効
活用され、事業に
おいて新たな価値
が生み出される
◆商標権等が有効
活用され、地域ブラ
ンドを確立すること
で、地産外商が推
進される

◆地域アクションプ
ラン関連事業によ
る知的財産の活用
→21件（7地域×3
件、H23年度全228
事業の約1割）

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

◆知的財産総合支
援窓口（発明協会）
による相談件数
→年間1,500件
（H22年度実績の
50％増加）
◆知的財産相談会
・専門家派遣による
支援件数
→年間680件（H22
年度実績の50％増
加）

発明協会、高等教育機関、市町村、新産業推進課：関係機関において実施される知的財産セミナーなどの情報を集約し、対象者のニーズに応

じた学習機会を確保することで、効果的に知的財産に関する知識と意識の向上を図る。

知的財産に関する知識と意識の向上

知的財産の取得と管理の推進

発明協会、新産業推進課：企業や団体への訪問活動などを通じて、知的財産の取得・管理・活用に取り組もうとする企業ニーズを掘り起こし、

専門家（弁理士）による相談会や専門家派遣などによって具体的な課題を解決に導く。

市町村、地域支援企画員、発明協会、新産業推進課：地域アクションプランの取組において、地域団体商標や商標を積極的に取得し適切に管

する 地域ブ ドを確立 商 売 拡大を る

地域アクションプランの推進に伴う知的財産の活用

事業の約1割）

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

理することで地域ブランドを確立し、商品販売の拡大を図る。
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連携テーマ【地産外商】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

（１）高知フェア等の外商
機会の確保

◆関西地区は本県にとっ
て最も近い大消費地であ
り、近年でも、園芸品の
約２０％、木材の約４０％
は、関西に流通し、高知
県への観光客の３０％は
関西圏からの入り込み客
である

◆○関西地区での食業界等
との連携を密にしながら、関
係機関とのネットワーク、人的
なネットワークの拡大を行い
ながら個別営業活動も推進す
る。

◆○県産品の関西での定番
化に向けた高知フェアの開催
や食関係業界を招いての試
食商談会の開催、大型展示
商談会への高知県ブース出
展等活動を成果の確認を行
い、見直しながら推進する。

５．関西地区における県産品販
路拡大の支援及び効果的な観
光PR、プロモーションの展開

・新たな関西ネットワーク
の構築
◆関西流通業界の専門
家などによる地産外商関
西戦略会議の設置、関西
経済界との高知を語る会
の開催や高知応援団（関
西）の募集などのほか、
商談会等を通じた県内外
での人脈形成を実施して
きた。

・関西高知県産品ＰＲ戦
略（農産物、水産物、加
工品）
◆ホテル・量販店などで
の高知フェアや高知県食
材による関係業界を集め
ての試食商談会の開催、
関西の県産品の直販店
との連携などに取り組ん
だ。
　また、高知県産業振興
センターコーディネーター
と協力し、関西開催商談
会やイベント情報を県内
企業に提供し関西事業
者とのマッチングを図っ
た。

◆これまでの人脈を維持
しつつ、ネットワークの拡
大する。
・地産外商を発展させて
いくために、関西での高
知県の知名度や地位を
向上し、信用を獲得して
いく必要があり、関西の
業界との協力関係を発展
維持させること。

◆高知県産品の特性に
合った販路先の開拓や
高知県内での商品開発
等関係機関との連携し、
新しい
産品のＰＲを効果的に実
施できるようにすること。

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

（２）マスメディアを活用
した観光情報発信

◆○関西の地域特性を考慮
し、人的な繋がりを最大限に
生かし、各種マスメディアを活
用して情報発信していく

（３）観光展やイベントな
どでの情報発信

◆○観光展などのあらゆる機
会を活かして露出を高め、ま
た、事務所の立地を活かした
イベントなどを実施する。
◆○他県との合同・連携ＰＲを
強化し、話題性・注目度を高
める。

（４）誘客活動の実施 ◆○中小旅行者への情報提
供を強化し、ニーズをマッチン
グさせて旅行商品の造成につ
なげる
◆○観光コンベンション協会
と密に連携し、教育旅行・ス
ポーツ旅行を含めた誘客活動
を実施する

（５）外国人観光客の誘
致のための情報収集、
情報発信

◆本県での外国人宿泊
者数はＨ２２年は延べ
15,970泊で全国46位
◆本県への外国人観光
客の主要な発地である東
アジアと関西空港は、直
行便が多く、多くの政府
は大阪に拠点を置いてい
る。

◆★観光政策課・コンベンショ
ン協会と一体となり、誘致・プ
ロモーション活動のための情
報収集を行う

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

・土佐・龍馬であい博、志
国高知龍馬ふるさと博を
きっかけとしたPR活動を
実施
◆関西において魅力ある
観光情報・物産情報が広
がっており、近畿圏から
の観光客入込数がH20：
84万人→H22：120万人
に増加した

◆本県への県外観光客
は約３００万人であり、そ
の約３割は関西圏からの
旅行者である。そのうち
約８割が自動車・バスで
の入り込みである。
◆旅行雑誌のアンケート
調査で、高知県は「地元
ならではのおいしい食べ
物が多かった」県の上位
に入っている

○

◆関西からのリピーター
（交流人口）を増やしてい
く。

◆関西圏での効果的なＰ
Ｒ活動を継続して実施す
る。
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆販売相手先とな
る食業界ネットワー
クを
　（H23)４５０名→
８００名に開拓し、
関西地区での取引
を拡大する。

◆高知県産品が関
西においての地位
を確立し、県内産
業が活発化してい
る。

Ｈ２８以降
目指すべき姿（目標値）第 ２ 期 計 画

県内事業者：試食・展示商談会への出展、商談

県大阪事務所：関西の食業界人を招いての試食商談会の開催、関西開催の展示商談会への高知県ブース出展

ネットワークを活かした個別営業活動

県内事業者：フェアに向けた商談会への参加、バイヤーの生産地視察等での対応とフェアへの出展及び定番化に向けた商品のブラッシュアップ

関西食業界：高知フェアの開催、商談会を通じた県産品の採用、商品改良の提案

県大阪事務所：フェア開催に向けた営業活動（生産地視察・販促アイテムの提供）と商談会の開催

試食・展示商談会の開催・出展

関西の直販所・県産品取扱店との連携

関西の直販店等：大阪事務所での物販の開催、関西でのイベント出展。

「とさのみせ」登録店：高知情報の発信と高知うまいもんキャンペーンの開催

県大阪事務所：「とさのみせ」登録店の拡大、直販店等のイベント出展への支援

県内企業者：関西で売れる商品づくり

関西食業界：特色のある売れ筋商品の要望

県大阪事務所：関西食業界のネットワークの拡大及び個別営業活動による県産品の提案及び県内企業者とのマッチング支援

高級量販店等との高知フェアの開催

◆インバウンドに有
効な情報が的確に
高知に伝わり、受
け入れ体制が整う

◆外国からの入込
客が増加し、経済
効果を発揮する。

◆海外で四国や高
知の認知度が高ま
る

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

◆メディアでの高知
情報の露出回数
７８件→１００件
　関西において、高
知県の魅力ある観
光・物産情報を広
げる

◆各種イベントの
実施・参加
（H22)４７件→
（H27)６０件
◆定期的に他県と
の連携PRを開催
4回／年
に増やし近畿圏か
らの観光客入込数
を増やす

◆高知県のイメー
ジアップと、観光客
の増加につながっ
ている

県大阪事務所：「ＲＹＯＭＡの休日」など、統一キャンペーンをきっかけとして、新聞・雑誌・フリーパーパーなどで継続した露出を図る

・キャンペーンなどをきっかけとして、新聞・雑誌・フリーパーパーなどで継続した露出を図る

・マスメディアのニーズに合ったモニターツアーを実施し、本県の強みである食・体験・スポーツツーリズムなどを実際に担当者に体験してもらい、ファ

ンになってもらうことで、魅力を効果的に露出する。

マスメディアを活用した観光情報の発信

観光展・イベントでの情報発信・ＰＲ

中小旅行者への情報提供活動の強化

県大阪事務所：高知の強みである食や自然体験などを個別にきめ細かく情報提供し、旅行商品造成につなげる

インバウンドに関する情報収集

県大阪事務所：観光政策課、コンベンション協会と一体となり、関西でのインバウンド情報の収集、発信を行う

県大阪事務所：オフィス街の立地を活かした事務所でのイベントを実施する

・テーマ性を持って他県と連携し、注目度の高いイベントを実施する

・「とさの店」登録店を活用する
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連携テーマ【地産外商】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

（２）試食・商談会等を活
用した新たな販路開拓

◆食に関して、中部地区
と高知県の結び付き、人
的ネットワークが未構築

◆中部地区での高知県
の認知度の向上のため、
中期的・継続的な取組が
必要

◆人的ネットワークに基
づく信頼関係の更なる積
み上げが必要

◆中部地区地産外商戦
略の着実な実行

◆試食・商談会等を活用した
新たな販路開拓

　○販路開拓の基礎となる人
的ネットワークの構築・拡大
　
　◎名古屋で開催される食の
展示・商談会への出展

　★県大阪事務所が開催する
商談会への名古屋バイヤー
等の招待

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

・H22に実施した、ホテ
ル・レストランへのアン
ケートが契機となり、
NAGOYAフードビジネス
ショーに自治体として初
めて出展

◆３ブースに出展
【展示内容】
　皿鉢料理
　はちきん地鶏・米豚の
試食
　土佐あかうしを使った
ハッシュドビーフの試食

・中部地区地産外商戦略
を策定（Ｈ23）

６．中部地区における県産品販
路拡大の支援及び効果的な観
光PR、プロモーションの展開

◆中部地区（＝愛知、三
重、岐阜の３県）は、１人
当たり県民所得や１世帯
当たり貯蓄現在高が高
い、巨大なマーケット。

・県民所得（H20)
　愛知県　　 ２位
　三重県　　15位
　岐阜県　　25位

・貯蓄現在高（H16)
　愛知県　　 ２位
　三重県　　 ５位
　岐阜県　　10位

（１）高知フェア等の外商
機会の確保

・食の大商談会への案内
状送付等が契機となり、
高知フェア等の外商機会
の拡大に努めた

◆高知フェア等の開催回
数は増えてきている
　　　H22　 4回
　　　H23　11回

◆中部地区での高知県
の知名度アップや当地区
における外商関係者との
信頼関係構築の取組が、
一定の成果に結びつきつ
つある

◆高知フェア開催に向け
て、新規ルートの開拓が
必要

◆中部地区で売れる商
品の発掘・磨き上げ等に
よる県産品の魅力アップ
が必要

◆高知フェア等の外商機会の
確保

　★県内で開催される商談会
へ参加したバイヤー等に対す
る、高知フェア開催の働きか
けの強化

　◎既存ルートに対して、多様
な高知フェアの開催形態を提
案して、開催機会の拡充

　○県内企業への消費者ニー
ズ等の情報提供

（４）遍路を活用した観
光PRによる高知県への
誘客

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

を策定（Ｈ23）

◆Ｈ21、H22に、新規に
工場誘致

　・津野町（Ｈ21.8月）
　・安芸市（Ｈ22.3月）

◆中部地区での空海人
気は高い

◆信仰心に厚い土地柄

◆自動車産業以外にも
優れた技術と資金力を持
つ企業が多数あり、製造
品出荷額等も全国屈指。

・製造品出荷額等（H22)
　愛知県　37.7兆円
　三重県　　9.7兆円
　岐阜県　　4.8兆円
【参考】
　高知県　0.44兆円

◆龍馬ふるさと博が終了
した後、プロモーションの
軸をどうするかが課題

◆遍路を活用した高知県への
誘客

　○四国の他県との合同によ
る遍路PR

　○エージェントへの商品化
の要請

◆企業誘致の推進

　○既立地企業に対する細や
かなアフターケアの実施

　○県内の第1次産業と連携
ができる企業の誘致活動の実
施

◆円高等の厳しい経営
環境や、東日本大震災に
よる企業防衛反応等によ
り、高知県に進出しようと
いう企業を発掘すること
が厳しい

◆龍馬伝の放映を受け
て、中部地区での商品造
成が増加

◆名古屋を中心に、観光
ＰＲの機会を大幅に増加
させた

◆四国ツーリズム創造機
構、龍馬ふるさと博推進
協議会及び観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮ
ﾝ協会とのエージェント訪
問や商談会を通じて、高
知県観光地の情報とイベ
ント情報を提供

○

（３）企業誘致の推進
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【　連携テーマ　】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆人的ネットワーク
に基づく、飲食店等
での高知県フェア
の定番化

高知県食材を用い
たレシピ導入店舗

　Ｈ23年度：０店舗
　　　　↓
　Ｈ27年度：４店舗

◆高知県食材の取
扱店舗数が拡大
し、定番として固定
化

◆中部地区での高
知県産品の販売額
の増加

H23年度：４千万円
　　　　　↓
H27年度：８千万円

◆中部地区におい
て、一つでも多くの
高知県産品が定番
商品として定着

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

◆販売額を把握す
ることが困難なほ
どに、中部地区で
高知フェアが定番
化している状況の
創出

◆中部地区でのア
ンテナショップの開
設に向けた検討の
開始

高知フェア等の外商機会の確保

県内事業者：中部地区での高知フェア等の外商機会への参加、バイヤーのアドバイスを踏まえた商品の開発・改良

卸・小売業者：高知フェア等の開催、バイヤーによる商品へのアドバイス

県名古屋事務所：量販店等に対する高知フェア等の企画提案等による外商機会の確保

・全国センター合同物産観光展等での県産品販売

・県内企業への消費者ニーズ等の情報提供

中部地区地産外商戦略の着実な実行（人的ネットワークの構築・拡大、料理レシピに基づく飲食店等への展開）

県内事業者：名古屋で開催される食の展示・商談会へ

の参加

名古屋バイヤー等：名古屋・大阪での商談会等への参

加

県名古屋事務所：名古屋で開催される食の展示・商談

会への出展、出展業者の選定

・県大阪事務所が開催する商談会への名古屋バイ

ヤー等の招待

中部地区のホテル・レストラン等の料理人：試食会への参加

県名古屋事務所：試食会の開催を通じた人的ネットワークの構築及び当該ネット

ワークを活用した新たな販路開拓

中部地区のホテル・レストラン等の料理人：高知県食材を用いた料理レシピの採用による県産品の新たな販路開拓

◆多数の企業の県
内誘致の実現

◆企業誘致の推進

　新規企業の誘致

　Ｈ23年度：０件
　　　　↓
Ｈ24～27年度：１件

◆高知県のイメー
ジアップと、観光客
の増加につながっ
ている

◆商品造成につな
げるためのエー
ジェントとの関係強
化

エージェント訪問回
数

H23年度：延３０社
　　　　　↓
H27年度：延６０社

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

化

高知県観光のＰＲの実施、エージェントでの商品化の要請

県名古屋事務所：にっぽんど真ん中祭りへのよさこいチームのエキシビジョン参加、よさこい夢まつり、全国県人会まつり、津まつり及び旅まつりへ

のブース出展並びに高知フェア開催時における高知県観光に関する情報発信

県名古屋事務所：エージェントへのイベント情報提供によるツアー等の商品化の要請、他県事務所と共同した観光ＰＲの実施

既立地企業に対するアフターケアの実施

県名古屋事務所：既立地企業に対する細やかなアフターケアの実施による増設や新規誘致企業の発掘

県内の第1次産業と連携ができる企業の誘致活動の実施

県名古屋事務所：県内への企業の誘致活動の展開、中部高知県経済活性化顧問等の人材活用

中部 区 ホテ ラ 等 料 高知県食材を用 料 シ 採用 る県産品 新 な販路開拓

県名古屋事務所：高知県の食材を使用した料理レシピの作成、レシピを基にした飲食店等への訪問活動によるメニュー化等の促進

卸・小売業のバイヤー：県内で開催される商談会への参加

県名古屋事務所： ・県内で開催される商談会への名古屋バイヤー等の招待を契機とした人的ネットワークの構築
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